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１．設置の趣旨及び必要性 

（１）四日市看護医療大学大学院の沿革

四日市看護医療大学（以下、「本学」という。）は、平成 19（2007）年 4 月、学校

法人暁学園によって学園綱領「人間たれ」の精神のもと設立された大学である。高度な

専門性と豊かで温かい人間性をもった保健師・助産師・看護師の育成をめざし、学校法

人暁学園と四日市市、市立四日市病院との公私協力方式により四日市看護医療大学が開

学し、平成 23（2011）年には同大学院看護学研究科も開設した。現在、本学は 1 学部

（看護医療学部）2 学科（看護学科、臨床検査学科）及び大学院 1 研究科 1 専攻（看護

学専攻・修士課程）により構成されている。本学は、「四日市看護医療
．．．．

」大学という名

称が示しているように、当初から、看護学の分野だけではなく、医療科学の分野、とり

わけ臨床検査技師の養成にも取り組みたいという意志を持っており、令和 2 年（2020

年）4 月看護医療学部に臨床検査学科を開設することができた。しかしながら、近年の

少子高齢社会の進展、医療の急速な高度化に伴い、最新の知見を常に取り入れながら臨

床検査のあり方や人々が求める医療ニーズについて考え、高度な臨床検査の実践者とし

て行動、または教育者として臨床検査技師の養成、あるいは研究者として臨床検査の発

展に貢献できる人材育成を求める声が高まりを見せている。その結果、開設 4 年目を迎

える令和 6 年（2024 年）4 月、既設の看護学科、大学院看護学研究科と同一キャンパ

ス（三重県四日市市萱生町 1200 番地）内に臨床検査学専攻を創設する決意に至った（看

護学研究科は看護医療学研究科と名称変更し、看護学専攻との 2 専攻体制とする予定）。 

（２）臨床検査学専攻（修士課程）設置の必要性

１）臨床現場における必要性

平成 26（2014）年 6 月、通常国会において「地域における医療及び介護の総合的な

確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」が成立し、臨床検査技師法の

一部が改訂され、採血業務の他、診療の補助としての検体採取（鼻腔拭い液採取、鼻

腔吸引、体表及び口腔粘膜採取、糞便採取）を業として行うことが可能になり、養成

校でのカリキュラムにも加わった。平成 22（2010）年から「チーム医療推進方策検討

WG」（厚生労働省医政局）により臨床検査技師のチーム医療においての重要性、必要

性が議論され法改正につながっている。検査室業務を中心とした「受動型」から患者

を中心とした「能動型」に業務内容もシフトしてきている。このことは既に学部教育

に取り入れられており、臨床検査技師の臨床現場における必要性が高まっている。ま

た平成 26（2014）年から「検査説明・相談ができる臨床検査技師育成講習会」も一般

社団法人日本臨床衛生検査技士会主導の下、全国展開されており、接遇・患者心理・

病態管理のための R-CPC 研修などが行われている。臨床検査技師教育もさらに発展

させた形で取り組むべき状況になっている。 

平成 31（2019）年 3 月 31 日、一般社団法人日本臨床衛生検査技士会の臨床検査技

師あり方推進ワーキンググループがまとめた「将来へ向けての臨床検査技師のあり

方」～提言～では臨床検査技師が将来へ向けて対応すべき三つのテーマを挙げてい
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る。【資料１】 

①科学技術の急速な進歩に伴い「人工知能（AI）」を内蔵した医療機器、検査機器の開

発が進む中、臨床検査技師がその特性や欠点を理解し、より良い医療の提供を目指

す体制を構築することである。2040 年には団魂ジュニア世代が高齢者となり、ピー

ク時には 65 歳以上が約 4,000 万人に達する超高齢化社会に突入するが、一方で労働

現役世代は減少の一途をたどる。AI を活用することで人手不足解消に大きな期待が

寄せられているが、有効に機能させるためにはベースとなる様々な医療情報の精

度・品質の確保も重要であり、そういった役割は臨床検査技師が担うことになると

している。【資料２】

②超高齢社会に生きる我々にとって予防医学が重要性を増す中、臨床検査技師がサク

セスフル・エイジング（幸せに、より良く老いる）のモデルならびにシステム構築

に取り組むことである。予防医学には、一次予防（疾病の予防。健康への啓発、健

康増進、特殊予防（教育、予防接種など）、二次予防（重症化の防止。疾病の早期発

見と早期措置、適切な医療と診療対策（健康診断など））、さらに三次予防（疾病が

発症した後、必要な治療を受け、機能の維持・回復を図ること）があるが、これら

を合わせた総合健診システム構築には、臨床検査値と当疾病・病態との関連性を発

見する専門家として臨床検査技師が果たすべき役割は大きい。またそのような総合

検診システムが実現した場合、臨床検査技師は AI を活用しながら膨大な受診者デー

タを解析し、医師による早期の疾病発見や治療経過の観察、合併症の防止に貢献し

うるとしている。【資料３】

③臨床検査技師が治験コーディネーター（CRC）や POC コーディネーターに加え、

生活指導、予防医学に関連する領域においても幅広くコーディネーターとして関わ

ることである。コーディネーターとして期待される具体的な領域としては以下のよ

うなものが挙げられる。【資料４】

◼ 検体検査の精度の確保に関する医療法等の一部改正に伴い、臨床検査技師が作業

手順書や日誌・台帳の作成・運用管理を任されるなど法改正への体制整備におい

て、検査室が管理する領域を超え、施設全体の検体検査に関連する運営・管理の

コーディネートができる。

◼ 臨床検査技師は、がんゲノム医療の実用化に必要な医療従事者として、がんのゲ

ノム医療に関する遺伝子関連検査に精通し、患者・家族への説明、多職種との連

携、意思決定支援等を担うことができ、がんゲノム医療コーディネーター業務が

可能。平成 30（2018）年より厚生労働省主導で人材の育成が進められており、臨

床検査技師をはじめ看護師、薬剤師が対象職種となり、がんゲノム医療中核拠点

病院やがんゲノム医療連携病院に配置が求められている。業務内容の多くの部分

は臨床検査技師の専門性が発揮できる遺伝子関連検査に関するものであり、多く

の臨床検査技師の関与が望まれる。

◼ 各医療職種の役割分担をコーディネート、たとえば多職種業務推進コーディネー

ター（仮称）である。働き方改革の検討の中で、医師・看護師の負担軽減を目的

とする医療職の働き方や仕事の割り振りを臨床検査技師がコーディネートするこ

とも十分に可能である。診療放射線技師や病院薬剤師と比較し、臨床検査技師は
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医療・疾病に関連する豊富な知識と技術を活用することにより、患者・病院双方

に有益となる。 

◼ 臨床検査技師は、現状のレベルにおいて一定以上の検査データ管理が可能であ

る。また、検査領域を超え、医療事故防止・削減に向けて、病院・施設全体のロ

ジック構築に有効なツールをコーディネートできる力がある。検体検査のデータ

解析において、設定された解析ロジックに基づき、臨床検査システムから受信し

た検査オーダ・検査結果をリアルタイム自動解析する診断支援において、検査ロ

ジックに従ってフォローすることで、臨床検査技師は今後さらなる進化ができ

る。

◼ 在宅医療において、検体採取や POCT 検体検査、ポータブル超音波、心電図など

も使いこなせる臨床検査技師は、どのような医療スタッフをどの患者宅に派遣す

ることで、よりよい医療を提供できるのかをコーディネートすることが可能とな

る。在宅医療において診療の効率化、医師の業務軽減、看護師や関連するメディ

カルスタッフが単独で在宅を訪問するシステムが一般化するところに臨床検査技

師も含まれることによりコーディネーターの役割を発揮し在宅での活躍が期待さ

れる。

 なお在宅医療については、一般社団法人日本臨床衛生検査技士会の在宅業務推進ワ

ーキンググループが令和 3（2021）年 3 月 31 日に、「臨床検査技師による在宅医療推

進のための提言書」にて次のように述べている。【資料５】 

我が国の医療はこれまでの「病院完結型」から「地域完結型」に移行する中、2025

年度は 1 日 29 万人の在宅医療等提供者が見込まれ、医師、歯科医師、看護師の他、

臨床検査技師を含む医療福祉従事者が違いの専門性を生かしながらチームとなって患

者や家族をサポートしていく体制構築が必要となる。今後、在宅医療で臨床検査技師

が十分な役割を果たしていく上で、次のような点を推進していくことが重要としてい

る。 

◼ 臨床検査技師の在宅医療へ対しての理解（臨床検査技師が訪問検査に従事できる

ような新たな仕組みを作り上げること）

◼ 各施設内での調整（チーム医療を機能させるため情報共有を円滑に行うこと）

◼ 臨床検査技師のスキルの向上（病院内とは違った環境・状況下での方法論の収得

すること）

◼ 成功事例の共有（在宅医療を実践する臨床検査技師の知見を共有し、同様事例を

拡大すること）

◼ 他職種からの提言（医療職だけでなく介護職・福祉職等との情報共有と理解を深

めること）

◼ 教育分野からの提言（指導教員自らが他職種連携、在宅医療の知見を深める必要

があること）

また、令和 3（2021）年 10 月より「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の

確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律」の成立によりタスク・シフト/

シェアとして「静脈路確保」など 10 行為が厚生労働省指定講習会受講を条件とし認め

られた（指定規則新カリキュラムで対応）。検体採取業務拡大、タスク・シフトによる
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業務拡大などは、在宅医療現場への臨床検査技師の参画も目的としており、より高度

な専門知識が必要となってくる。 

以上のように臨床検査技師は従来の役割に留まらず、病院・在宅を含む幅広い現場

での活躍が期待されるが、その実現のためには知識のみならず、他職種と連携しなが

らその仕組みを考え制度化することができる、高いコミュニケーションと臨床検査に

対する高い知見を有する高度専門職業人としての臨床検査技師が必要となる。 

 

２）臨床検査技師養成所における必要性 

従来、臨床検査技師の主要な業務の場は検査室内での測定業務が中心であり、日々

検査室へ提出される多量の検体を迅速に測定し、精度の高い検査結果を報告すること

に多くの労力を投入してきた。しかしながら、2025 年問題をはじめ医療ニーズの増

大と多様化、チーム医療推進による業務拡大などを背景に、臨床検査技師としての役

割や知識も変化しこれまで以上に質の向上が求められ、また医療職種の一員としてチ

ーム医療への参画が不可欠となった。このようなニーズに対応するため、臨床検査技

師学校養成所指定規則の一部を改正する省令（令和 3 年文部科学省・厚生労働省令第

4 号）が令和 3（2021）年 10 月 14 日に公布され、指定規則及び指導ガイドラインの

教育内容と単位数の見直しが行われた。【資料６】 

具体的には総単位数が 95 単位から 102 単位以上と大幅に増え（専門分野の単位数

60 単位が 67 単位に変更）、多様化する保健・医療・福祉・介護等のニーズに対応する

教育内容が追加された。一つ目に病態学（臨床病態学から名称変更）が 6 単位から 7

単位になり、各種疾病の病態を体系的に学び、疾病と臨床検査との関わりについて理

解するとともに各種検査データから、患者の病態を把握、評価し、適切な検査データ

を提供することにより、医療チームの一員として臨床に対して支援する能力を養うこ

とが求められるようになった。加えて臨地実習が 7 単位から 12 単位に増え、臨床現

場における実践を通じて、救急、病棟、在宅等や健診、衛生検査所等での役割と業

務、施設内のチーム（栄養サポートチーム、糖尿病療養指導チーム、感染制御チー

ム、抗菌薬適正使用支援チーム等）の役割と実施内容を理解することが必修化され

た。【資料７】 

以上の改正は時代の要請に応えるものであるが、一方でその実現性について危惧す

る声もある。先の一般社団法人日本臨床衛生検査技士会の在宅業務推進ワーキンググ

ループが令和 3（2021）年 3 月 31 日に出した「臨床検査技師による在宅医療推進の

ための提言書」でも触れたが、教育現場からは指導教員自身が他職種連携、在宅医療

の知識が不足しており、十分な教育効果が見込めない可能性を指摘している。このよ

うな課題を解決するため、教員または教員を目指す者自らが、臨床検査技師として必

要な知見を高める場として、本学は臨床検査学専攻修士課程設置の必要性を認識して

いる。 

 

３）研究者養成の必要性 

以上のような状況から、臨床検査技師は従来にも増して質の向上が必要とされてい

るが、加えて新たな検査法の開発についても重要性が高まっている。例えば、在宅に
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おいての検体採取技術、前述の小型 POCT 装置の導入など急務となっており、新しい

技術開発を目的とした研究も進める必要がある。また、昨今の新型コロナウイルス感

染症拡大における、PCR 検査、抗原検査、さらにはワクチン接種の有効性を確認する

ための抗体検査など、より簡便に、また高感度での検査が望まれる。新型コロナウイ

ルス感染症だけでなく、更なるウイルス、病気に対し、予防医学の観点からも的確で

より発展的な検査が必須とされ、新たな検査法開発は急務であると考える。また、タ

スク・シフトにより追加される項目は生体検査領域が主であり、この領域においても

発展的な検査・研究が必要となる。また検査データを的確に判断し、病態を正確に把

握する検査データ解析を主とする知識・技能・研究も必要になる。検査データを複合

的に解析する能力は初期の病変を発見することにもつながる。統計的に解析すること

ができれば定期健診データの推移から新たな病気を見つけることも可能になる。この

ような点を踏まえると、より発展的な観点から新たな臨床検査技術の研究を行い、そ

の普及に寄与できる研究者が必要となることは論を待たない。 

 

４）地域における必要性 

 本学が立地する三重県ならびに東海地方には現在、臨床検査学専攻を置く大学院は

存在しない。臨床検査技師養成所の科目承認校として学部等を設置し、大学院につい

ても保健学、保健医療学等の専攻内に臨床検査学コース・領域等を置くケースが見ら

れるのみである。そもそも本学の看護医療学部臨床検査学科は科目承認校ではなく、

指定校として設置した。その理由は単に科目を履修し国家試験合格を目指すことに留

まらず、臨地実習に力を入れ、臨床検査技師としての専門性や医療従事者としての倫

理観を養うために指定校としての設置が必要と認識したからである。臨床検査学専攻

設置についても臨床・教育・研究の観点から臨床検査学としての専門性を追求する大

学院が、東海地方にも必要不可欠と確信する。 

なお、本大学院への臨床検査学専攻設置計画に対しては、地元の四日市市、市立四

日市病院をはじめ、三重県や愛知県、岐阜県、静岡県各県の臨床検査技師会からも設

置要望書や協力表明書が出されている。【資料８】 

 

５）教育研究上の目的及び養成する人材像 

①養成する人材像 

既設本学大学院の実績を更に発展させるため、大学院看護学研究科（現在の名称）を

改め、医療技術分野におけるより高度で専門的な看護医療学の知識・技術や指導力を備

え、教育研究機関と医療現場による調査・研究等を推進することができるコーディネー

ト能力を有する医療従事者を養成する大学院看護医療学研究科（変更後の名称）を設置

し、臨床検査学分野における高度な専門職業人、教育者、研究者の養成を目的とする臨

床検査学専攻（修士課程）を設置する計画に至った。 

臨床検査学専攻（修士課程）では、社会的に必要性が高まっている臨床検査学の専門

知識を有し、臨床検査教育にも貢献でき、広い視野と柔軟な思考力・想像力を持ち、臨

床検査学の新たな開拓と進展に貢献できる臨床検査学教育・研究能力を有する人材を養

成する。さらに、進行する少子・高齢社会に対応して、保健・医療・福祉システムを創
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造的に構築できる企画・調整・統括的能力を有し、リーダーシップを発揮でき、対象者

のみならず家族や地域の健康促進に貢献でき、人々の生活改善に直結する質の高い医療

を提供するために、高度な倫理観をもち、高度な専門知識・技術を有する臨床検査実践

者となる人材を目指す。 

 

②学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

本大学院修士課程を修了するまでに、修士（臨床検査学専攻）の学生が身につけるべ

き能力をディプロマ・ポリシーとして次のとおり策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

上記 1 から 5 までのディプロマ・ポリシーを遂行するにあたり、教育課程編成・実

施の方針を以下のように策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本大学院修士課程に 2 年以上在籍し、共通科目、専門科目及び特別研究を合わせて

30 単位以上を履修、修得することが必要である。 

所定の単位を取得し、深い科学的知識と高い研究能力・実践能力を有する者に修士

（臨床検査学）の学位を授与する。そのためには、以下の学修成果をあげることが

求められる。 

1. 臨床検査学の高度な知識と研究手法を体得し、臨床検査の質向上に向けた研究

を遂行することができる。 

2. 専門職業人として医療に対する幅広い知識と技能を駆使し、高度な臨床検査を

実践できる。 

3. 健康に対する社会的ニーズを認識するとともに、グローバルな視野を持ち、科

学的根拠に基づき、自ら考え、判断し、課題解決に向けて対応することができ

る。 

4. 臨床検査技師の役割を探求し、臨床検査学分野の高度な実践者、教育者及び研

究者として社会に対して責任を果たし、貢献できる。 

5. 自ら積極的に臨床検査学の課題を探求し、主体的に解決しようとする能力と研

究的視点を備え、科学的探究心を持ちながら継続的に研究を遂行できる。 

本専攻では、臨床検査学分野の高度な実践者、教育者及び研究者を育成することを

目標としている。そのため、カリキュラムは臨床検査学のみならず広く医療に関し

て学ぶ「共通科目」、各専門分野において深い専門性を学ぶ「専門科目」からなり、

次のように教育課程を編成している。 

1.  「共通科目」は広く医療・臨床検査に関する能力を身につけた上で、目的に応

じた教育・研究者として不可欠な科学的思考の基盤を身につけることができる

ようカリキュラムを編成する。 

2.  「専門科目」として、病態の検査解析について感染防御を含め、起因となる微

生物、生体物質から探求する｢病因解析学分野｣と病態の検査解析について生体

機能、病理学的視点から探求する｢病態機能検査学分野｣の二分野から構成し、 
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④入学者受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

本専攻の教育理念、目的、特色に応じて受験生に求める能力、適性について以下の

ように策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料９】 3 つのポリシー相関図 

【資料 10】カリキュラムツリー 

【資料 11】カリキュラムマップ 

【資料 12】教育課程等の概要 

 

 

 

２．修士課程までの構想か,又は,博士課程の設置を目指した構想か 

本学では、臨床検査学専攻（修士課程）の完成後に博士課程設置を検討している。博

士課程の設置後には、修士課程から博士課程前期・後期とし、継続的に研究課題の考究

できる機会を提供することを構想している。 

 

 

両方の分野から科目を履修し、目的に応じた専門性を身につけることができる

ようカリキュラムを編成する。 

3.  「研究指導科目」として「特別研究Ⅰ」では研究課題に関する情報収集、論文

検索を行い、「特別研究Ⅱ」では研究課題に対する基礎的研究を進め表現力も合

わせて身につける。「特別研究Ⅲ」では修得した知識・技術を駆使し研究を遂行

し論文作成研究発表を行う。中間発表会も実施し、評価結果に応じ指導方法の

改善を図る。研究への初歩的アプローチから修士論文の完成まで、研究プロセ

スを段階的に学んでいくことができるよう、専攻全体で指導体制をとるものと

する。 

4.  成績評価は客観性及び厳格性を担保するため、各科目のシラバスに明記された

評価基準に基づき厳格に行い、成績評価の方法と基準を用いて多面的・総合的

に評価する。 

本専攻では、専門性の高い臨床検査学の修得を志向し、主体的に学修できる意欲を持

つ次のような入学者を求めています 。 

1．臨床検査学専攻の教育を受けるために必要な医療の知識や技術を有する者。 

2．高度専門職業人または教育・研究者として、臨床検査学のみならず広く医療の発展

に貢献する意欲を有する者。 

3．臨床検査学や医療に対する高い追究心を持ち、主体的な学修及び自己啓発に積極的

である者。 
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３．研究科，専攻の名称及び学位の名称 

本研究科では、「確かな倫理観と幅広い教養、豊かな人間性を備え、医療現場で活躍

しうる高度かつ実践的な専門知識と専門技術の修得により、科学的根拠に基づく臨床検

査の知識や技術を通じてチーム医療・多職種連携を担い、医学・医療の進歩・発展に貢

献するとともに、地域住民の医療と健康を支えることのできる高度な専門職業人の臨床

検査技師の養成及び研究者としての基本的な能力を培うこと」を目的として修士課程の

教育を行う。 

したがって、保健医療の分野において臨床検査を担う専門医療人を育成するとともに、

臨床検査医学の発展に寄与するべく教育研究をおこなうことを簡潔平易にあらわす名

称として、研究科の名称を「看護医療学研究科」（英訳名称：The Graduate School of 

Nursing and Medical Care）とする。 

また、研究科に設置する専攻は、臨床検査学分野において高度な知識・技術を持つ実

践者、教育者及び研究者を養成するため、専攻名を「臨床検査学専攻（修士課程）」（英

訳名称：Master’s Program in Medical Technology）とする。 

なお、現時点での本大学院看護学研究科には「看護学専攻」が置かれているが、さら

に臨床検査学を対象学問分野とする「臨床検査学専攻」を設置し、看護医療分野におけ

る研究・開発に取り組むための教育・研究を行うことを目指す。本専攻の到達目標は「臨

床検査を担うことのできる人材として高度な専門的知識・技術に加え、科学的な論理的

思考力・判断力等を身につけ、高度な学術研究を基盤として、研究活動を行う基礎的な

能力を修得すること」である。 

よって、本研究科本専攻の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）及び修了要件を

満たした者に対して授与する学位の名称は、その教育課程編成・実施方針（カリキュラ

ム・ポリシー）に基づく教育課程及び教育研究内容から「修士（臨床検査学）」（英訳名

称：Master of Medical Technology）とする。 

 

（１）研究科の名称及び英訳名称 

   看護医療学研究科 

 The Graduate School of Nursing and Medical Care 

 

（２）専攻の名称及び英訳名称 

 臨床検査学専攻（修士課程） 

 Master’s Program in Medical Technology 

 

（３）学位の名称及び英訳名称 

   修士（臨床検査学） 

 Master of Medical Technology 
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４．教育課程の編成の考え方及び特色教育研究の柱となる領域（分

野）の説明も含む。） 

（１）教育課程の基本構成と方針 

本研究科修士課程は、本学の設置母体である暁学園の、人・学問・美を愛する「人間

たれ」の学園綱領（建学精神）を理念とし、生命の尊厳と深い人間理解に基づいた高度

医療実践能力を培い、看護医療分野でリーダーシップを担う高度専門職業人並びに高度

な専門知識を備えた教育・研究者を養成することを目標とする。 

看護医療分野に関する学術の理論及び応用を教授研究し、深い学識及び卓越した能力

を培い、看護学及び臨床検査学の発展と地域社会における人々の健康と福祉の向上に寄

与することを目的とする。 

基盤となる本学臨床検査学科が掲げる「養成する人材像」及び「臨床検査学科の特

色」の趣旨を実現するため、また、学生が主体的に学修に取り組むことができるよう

効果的な教育方法として以下のような体制をとっている。 

 

■ 看護学科との連携教育 

 質の高い医療を提供するためには他職種と連携したチーム医療が必要不可欠となっ

ている。その一つに在宅医療への参画があり、他の医療職の領域も含めた広範な視点

からチームで目標を共有し、実践する能力を育成する。 

■ 課題探究・問題解決能力を養う教育 

 遭遇する多種多様な問題を解決するには論理的・総合的な判断能力が必要である。

臨床現場や在宅医療の場などでの問題点に対して、自ら答えを導き出す能力を養い、

その答えが間違っていたとしてもそのプロセスを重視し、掘り下げて考える力を身に

つけた課題探究能力を育成する。 

 

１）カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施方針） 

本専攻では、臨床検査学分野の高度な実践者、教育者及び研究者を育成するために修

士課程を置く。そのため、カリキュラムは臨床検査学のみならず広く医療に関する科目

から構成する「共通科目」、各専門分野において深い専門性を学ぶ「専門科目」及び研

究指導科目である「特別研究」からなり、次のように教育課程を編成している。 

【資料９】 3 つのポリシー相関図 

【資料 10】カリキュラムツリー 

【資料 11】カリキュラムマップ 

【資料 12】教育課程等の概要 

 

２）各科目区分の編成と特徴について 

本専攻ではカリキュラム・ポリシーに則り、次のようにカリキュラムを編成する。 

①「共通科目」は広く医療・臨床検査に関する能力を身につけた上で、目的に応じた教

育・研究者として不可欠な科学的思考の基盤を身につけることができるようカリキュ
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ラムを編成する。 

②「専門科目」として、病態の検査解析について感染防御を含め、起因となる微生物、

生体物質から探求する｢病因解析学分野｣と病態の検査解析について生体機能、病理学

的視点から探求する｢病態機能検査学分野｣の 2 分野から構成し、分野別の特論科目と

演習科目から構成される。両方の分野から科目を履修し、目的に応じた専門性を身に

つけることができるようカリキュラムを編成する。 

③「研究指導科目」として「特別研究Ⅰ」では研究課題に関する情報収集、論文検索を

行い、「特別研究Ⅱ」では研究課題に対する基礎的研究を進め表現力も合わせて身に

つける。「特別研究Ⅲ」では修得した知識・技術を駆使し研究を遂行し論文作成研究

発表を行う。中間発表会も実施し、評価結果に応じ指導方法の改善を図る。研究への

初歩的アプローチから修士論文の完成まで、研究プロセスを段階的に学んでいくこと

ができるように、専攻全体で指導体制をとるものとする。 

④成績評価は客観性及び厳格性を確保するために、それぞれのシラバスに記載された明

確な評価基準に基づき厳格に行い、成績評価の方法と基準を用いて多面的・総合的に

評価する。 

⑤「共通科目」から必須 8 単位を含め 14 単位以上、「専門科目」から 8 単位以上（同

名の特論科目と演習科目を選択）、「特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」8 単位（必修）の合計 30 

単位以上を修得する。 

【資料 12】教育課程等の概要 

 

臨床検査学専攻（修士課程）が掲げる「養成する人材像」の趣旨を実現するために、

本専攻の教育課程は「共通科目」「専門科目」「特別研究」と順次体系的に構成されて

いる。この構成は医療に携わる専門職の養成に有効なプログラムを提供するのみならず、

中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」（平成20（2008）年）で述べられ

ている「学士課程教育」を踏まえ、その上に位置付けられる修士課程として、専門的知

識・理解、汎用的技能、態度・志向性など統合的な学修経験と創造的思考力を育むよう

に編成されている。 

したがって、臨床検査学専攻（修士課程）では、学位（修士）授与の方針（ディプロ

マ・ポリシー）を実現するため、教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）

に基づき、以下の通りカリキュラムを編成する。 

①共通科目は、必須科目として「生命・医療倫理学」「チーム医療論」「検査研究演習」

「在宅医療論」を設け、選択科目として「医療情報管理学」「保健医療福祉論」「先端

医療論」「食理学」「医療英語」は、目的に応じた教育・研究者として不可欠な科学的

思考の基盤を身につけることができるように個々の学生の必要性に合わせて履修で

きるように配置している。 

②専門科目は、｢病因解析学分野｣｢病態機能検査学分野｣の二分野から構成し、両方の分

野から科目を履修し、目的に応じた専門性を身につけることができるようカリキュラ

ムを配置している。 

③修士論文作成のための研究指導科目として「特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」がある。実施にあ

たっては研究計画発表会および中間発表会も実施し、修得した知識・技術を駆使し研
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究を遂行し論文作成研究発表を行う。研究への初歩的アプローチから修士論文の完成

まで、研究プロセスを段階的に学んでいくことができるように、専攻全体で指導体制

をとるものとする。 

 

（２）共通科目の編成の考え方と特色 

本専攻では、「生命・医療倫理学」「チーム医療論」「在宅医療論」「検査研究演習」の

共通科目（必須）区分によって構成される。 

必修 4 科目は、本専攻設置の目的の一つであり研究のコアとなる「在宅医療論」、臨

床検査技師としてだけでなく広く医療技術分野の総括的な知識を修得するための「チー

ム医療論」、研究の遂行に必要な知識・技術の概要について学ぶ「検査研究演習」、職種

連携に必要な円滑に業務を遂行するための高度なコミュニケーション能力並びに自己

の専門性の上に医療技術学分野で活躍するために必要な高い倫理性と豊かな人間性を

身につけるための「生命・医療倫理学」を配置する。 

選択 5 科目は、医療現場における情報の活用について学ぶ「医療情報管理学」、患者

に対し安全な医療を提供するための「保健医療福祉論」、感染症の診断やがん治療に広

く応用されつつある遺伝子検査、新規医療機器や先進医療などについて学ぶ「先端医療

論」などを配置する。医療を推進するリーダーとしての遂行能力を身につけるべく不可

欠な科学的思考の基盤をはじめ安全管理や医療制度等の知識・技術を修得する。 

 

１）生命・医療倫理学 

科目区分では、人と人との関係において他者を理解する事、すなわち人の心の様相を

理解することの意味を学ぶ。また人と社会の結びつきについて学修することで、社会の

中で生きていく人のあるべき姿を考える。そのため、「生命・医療倫理学」を必修科目

とし、共通科目に配置した。人の尊厳を幅広く理解し、医療に携わる上で必要な倫理的

判断力を育む。 

 

２）チーム医療論 

科目区分では、「チーム医療論」を必修科目として配置し、医療の分野に深く関る包

括的チーム医療への社会的対応について学修する。 

また「チーム医療論」は、令和 2（2020）年度の本学看護学科カリキュラム改正によ

り「チーム医療演習Ⅰ（Early exposure）」「チーム医療演習Ⅱ（実践）」として臨床検

査学科と看護学科との両学科合同で実施されているものを基盤としている。これらの科

目は、医療の現場でチームとして協働するために必要とされる資質や素養を更に身につ

けるために必修共通科目とした。 

 

３）在宅医療論 

科目区分では、「在宅医療論」を必修科目として配置し、医療・介護の分野に深く関

る包括的チーム医療での臨床検査技師の役割及び業務など社会的対応について学修す

る。 
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４）検査研究演習 

科目区分では、「検査研究演習」を必修科目として配置し、医療技術分野に係る総論、

研究方法論を学修する。それぞれの先端技術・方法論を理解することで、学生が専門と

する研究への応用に結びつける。広く医療技術分野に関連する課題について理論面の構

築と高度な専門知識・技術を修得することで、幅広い領域の知識を学修する。 

 

５）その他の共通科目 

その他の共通科目では、物事の相互関係を正しく理解し分析できる力、また得られた

データから推論によって仮説を出し、それを検証していくという科学的思考力を培う。

初年次教育として位置づける「選択科目」として「医療情報管理学」「保健医療福祉論」

「先端医療論」「食理学」「医療英語」は目的に応じた教育・研究者として個々の学生の

必要性に合わせて履修できるように配置している。 

「医療情報管理学」は、学部段階から大学院での学修へのスムーズな移行と、大学院

で学ぶ内容への動機付けを行なうとともに、医療従事者としての心構えや科学的思考の

基礎を築く。また、現代医療の進歩により我々が直面する問題について考察を深める「保

健医療福祉論」・「先端医療論」も医療人として学修すべき科目であると考え、共通科目

に選択区分として導入した。「食理学」・「医療英語」は、学部教育での学習内容に不安

を抱く学生が専門分野へスムーズに進めるよう配置した。生化学、薬理学および生理学

の相互の関係を再履修する「食理学」、医療英語とりわけ医学論文を英文で読解し、デ

ィスカッションするための「医療英語」は、学部での基礎科目に含まれるため、大学院

研究に必要な高度な学修を行う。 

これらにより、医療を行う上で必要な確かな倫理観と豊かな人間性、そして柔軟かつ

創造力豊かな知性及び問題解決能力の基盤を形成するとともに独創的な研究活動を実

現することが可能な人材を育成する。 

 

（３）専門科目の編成の考え方と特色 

専門科目の「病因解析学分野」・「病態機能検査学分野」については、両方の分野か

ら科目を履修し、目的に応じた専門性を身につけることができるようカリキュラムを編

成し、以下のとおり考える。 

 

１）病因解析学分野 

病態の解析を生体物質から探る領域とし、感染防御を視野に入れた感染症起因菌の

取扱いや、最新の検査法について探求する。微生物検査学、生体の代謝に関連する生

化学検査等を中心とする病因を解析するための検査法・分析技術・解析法・研究状況

について学修する。 

「産業衛生学特論」「産業衛生学演習」では公衆衛生学を基に、産業衛生の現場で

発生している健康障害などを理解し、作業環境測定を中心に生物学的モニタリングを

はじめとする作業環境測定技術を学修し、働く人々の健康問題を解決する実践力を養

う。 
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「病原因子検査学特論」「病原因子検査学演習」では、病原微生物の拡散の機序と

その原因物質について理解し、その検出方法を学修し討議することで、現場での問題

解決につながる実践力を養う。 

「生体防御検査学特論」「生体防御検査学演習」では、病原微生物の拡散の機序と

その挙動を監視する薬理学的・免疫学的方法を教授し討議することで、現場での問題

解決につながる実践力を養う。 

「生物化学検査学特論」「生物化学検査学演習」では、臨床検査で用いられる計測

法や分析法について学修し、共存物質や環境等の影響因子を踏まえたうえで、適切な

分析法の選択や新しい分析法の可能性について討議・検討する。 

「遺伝子検査学特論」「遺伝子検査学演習」では、基礎生物学、分子生物学、遺伝

子検査学に関する知識を基盤に、最新医療技術を用いた遺伝子関連検査等の医療技術

について学修する。すなわち、近年の遺伝子検査技術の発展は、基礎研究を基盤とし

て臨床への応用が行われていることを明確に学修し、臨床検査分野への導入が進んで

いる現在、検査倫理を含めた適切な検査法について討議・検討する。 

 

２）病態機能検査学分野 

病態の解析を生体機能から探る領域とし、生理機能および病理学的視点から主に電

気生理・血液・組織・食品機能を探求する。具体的には、脳、神経系、消化管、循環

器、呼吸器等の生理機能、病態およびそれらに及ぼす食理作用や血液病態に基づく検

査法・解析法について学修する。  

「生体機能検査学特論」「生体機能検査学演習」では、臓器別・方法論別に主に電

気生理機能検査、生理心理検査について詳しく学び、最新の知見と将来的な可能性に

ついても検討する。 

「病態解析検査学特論」「病態解析検査学演習」では、脳、神経系関連の疾患の病

因・病態を理解し、食品成分の中枢神経系への関わりなどを含めた新しい検査・診断

法について討議・検討する。 

「病理病態検査学特論」「病理病態検査学演習」では、主に中枢神経系疾患の病

因・病態を理解し、最新の病理学的手法を用いた検査・診断法について討議・検討す

る。 

「在宅医療研究特論」「在宅医療研究演習」では、在宅医療に関与するための臨床

検査技師の取り組みについて、POCT（Point of Care Testing）検査機器の研究開発

や血液疾患に由来する疾病などについて討議・検討する。 

 

（４）研究科目の編成の考え方と特色  

研究指導科目では、学生の研究領域に係る研究の計画立案から、課題について計画

的に研究を推進し、その研究成果を修士論文としてまとめる。 

医療技術学の研究企画においては、学生が希望する専門性と関連が深い研究テーマ

を研究指導教員の専門研究領域の中から選定する。 

研究指導科目として「特別研究Ⅰ」では、研究企画で選定した研究テーマについて

研究計画を立案し、研究課題に関する情報収集、論文検索を行う。「特別研究Ⅱ」で
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は、研究テーマを実行するにあたり、① 論文調査、②研究倫理、③研究の実施、④結

果の解析と考察等、研究課題に対する基礎的研究を進め表現力も合わせて身につけ

る。「特別研究Ⅲ」では、特別研究Ⅰから進めてきた研究を継続させ、修得した知識・

技術を駆使し研究を遂行し論文作成研究発表を行う。研究成果については、学会等で

の研究発表等も踏まえて、修士課程の修了に相応しい研究として完成させる。 

【資料９】 3 つのポリシー相関図 

【資料 10】カリキュラムツリー 

【資料 11】カリキュラムマップ 

【資料 12】教育課程等の概要 

 

 

 

５．教育方法，履修指導，研究指導の方法及び修了要件 

四日市看護医療大学大学院（以下「本大学院」という。）は、看護医療分野に関す

る学術の理論及び応用を教授研究し、深い学識及び卓越した能力を培い、看護学、臨

床検査学及び医療科学の発展と地域社会における人々の健康と福祉の向上に寄与する

ことを目的とする。 

【資料 13】四日市看護医療大学大学院学則（案） 

【資料 14】四日市看護医療大学学位規程（案） 

 

（１）研究の目的 

本大学院は、生命の尊厳と深い人間理解に基づいた臨床検査実践能力を培い、看護

医療分野および医療科学分野でリーダーシップを担う高度専門職業人並びに高度な

専門知識を備えた教育・研究者を養成することを目的とする。 

 

（２）修業年限 

本大学院の修士課程の標準修業年限は、2年とする。 

本大学院の修士課程は 4 年を超えて在学することができない。ただし、大学院学則

に規定する長期履修を選択した学生（以下｢長期履修学生｣という。）は、5 年を超えて

在学することはできない。 

また規定により本大学院への編入学、再入学及び転入学した学生は、修業すべき年

数に 2 年を加えた年数を超えて在学することはできない。ただし在学期間には、休学

期間は算入しない。 

  なお、長期履修学生が、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて

計画的に教育課程を履修し、修了することを希望する旨を申し出たときは、別に定め

るところにより、その計画的な履修を認めることができる。 

 

（３）教育方法 

本大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文等の作成に関する指導（以下「研
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究指導」という。）により行うものとする。 

授業科目の種類及び単位数等は、【資料 11】に示す。 

  本大学院においては、入学時に学生ごとに担当教員を定め、履修する授業科目の選

択及び研究にあたり、担当教員の指導を受ける形式を考えている。 

 

１）成果の評価 

入学定員は 5 名としており、少人数による双方向の教育で臨床検査分野の高度な実

践者、教育者及び研究者として必要な知識・技術、判断力やリーダーとしてのマネジ

メント力を修得させる。プレゼンテーションや討論を積極的に取り入れた授業展開で

のアクティブ・ラーニングを実施する。  

1 年前学期に配置する共通科目では課題解決のための広い医療科学的知見とチーム

医療推進に役立つ他職種領域の知識を学修する。専門分野を超えて広く医療技術分野

に渡る知識を培うため、オムニバス方式を積極的に取り入れ、各分野の先端技術や方

法論の理解と研究への応用を可能とする。 1 年前学期より選択した専門分野の特論科

目と演習科目を学修する。特論科目では学生の専門分野の研究に必要となる応用的な

知識を修得するための教育を行い、演習科目では各分野に係る課題の事例研究や研究

評価方法等を修得するための教育を行う。  

受講状況及び理解度の確認・評価は、講義内容に関する課題提出（レポート形式、問

題形式等）により行う。成績評価は客観性及び厳格性を担保するため、各科目のシラバ

スに明記された評価基準に基づき厳格に行い、成績評価の方法と基準を用いて多面的・

総合的に評価する。 

これらの教育を行いながら、研究指導教員が指導する「特別研究Ⅰ」を並行して進

める。2 年前学期からの「特別研究Ⅱ」では、更に個別の課題に絞ったテーマの課題

検討や事例検討を行うとともに、研究の遂行や論文発表におけるプレゼンテーショ

ン・コミュニケーション能力を培うための細やかな研究指導及び論文執筆・発表の指

導を行う。  

以下のような育成すべき人材像を想定し、病因解析学分野、病態機能検査学分野

各々を履修するモデルと両分野を横断的に履修するモデルを作成した。【資料 15】 

①高度な臨床検査実践者 

進行する少子・高齢社会に対応して、保健・医療・福祉システムを創造的に構築で

きる企画・調整・統括的能力を有し、急激に変化する経済・社会の動向に対応し、

活力ある地域社会創造のためにリーダーシップを発揮でき、対象者のみならず家族

や地域の健康促進に貢献できる人材を育成するモデル。 

②臨床検査学教育者 

産業構造の急激な変化に伴い、社会的に必要性が高まっている臨床検査学の専門知

識を有し、教育に貢献できる人材を育成するモデル。 

③臨床検査学研究者 

広い視野と柔軟な思考力・想像力を持ち、臨床検査学の新たな開拓と進展に貢献で

きる臨床検査学研究能力を有する人材を育成するモデル。 
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２）成果の評価測定

研究遂行能力及び論文執筆力や論文発表におけるプレゼンテーション能力、ならび

にコミュニケーション能力が修士課程の修了に相応しいレベルに達しているかの評価

及び研究目的の成果が得られているかの評価測定は、以下の方法により行う。 

成績評価は客観性及び厳格性を確保するために、それぞれのシラバスに記載された明

確な評価基準に基づき厳格に行い、成績評価の方法と基準を用いて多面的・総合的に評

価する。 

①共通科目・特論・演習科目の評価は、各学期終了時に国際的成績評価である GPA

（Grade Point Average）で評価する。評価内容は、授業への積極的参加度として発

表・発言・質問等の回数で評価し、理解度としてレポートや課題による評価を行

う。

②学期ごとに学生自身による自己評価を行い、高度な専門職業人としての知識・技術

や能力の修得状況を測定する。

③研究の評価は、修士論文中間発表会、修士論文発表会及び修士論文審査において、

研究遂行能力や倫理観、論文執筆力、論文発表の際のプレゼンテーション能力やコ

ミュニケーション能力を見極めて総合的に評価する。

３）履修指導及び研究指導の方法

履修指導は、研究指導教員が学生の医療技術分野の基本的な経験や知識・技術及

び将来目指すキャリアパスの可能性を考慮し、これに沿った履修指導を行う。研究

指導教員は主指導教員（1 名）、副指導教員（1 名以上）とし、学生からの希望申請

後、研究科委員会の議を経て決定する。主指導教員の指導により年間研究計画を策

定し、研究遂行する。副指導教員は主指導教員の指示の基、研究遂行に関しての補

助を行う。副指導教員の専門分野は学生の研究内容がさらに充実するのであれば、

主指導教員と異なる専門分野であってもよいものとする。指導内容については、研

究科委員会の承認を得て決定する。  

研究テーマは学生の希望を考慮して、研究指導教員と協議しながら選定する。学生

の基礎的知識の上に、臨床検査分野の各専門の立場から深い知識の集積と課題研究を

行う。 

＊研究テーマの課題例 

①臨床検査の現場における未解決課題についての調査研究

②臨床検査に関連する医療機器について、新規技術導入による開発と医療への応用に

むけた実験研究

③臨床検査における新規の技術・検査項目等の開発とその応用についての実験研究

【資料 16】入学から修了までの研究指導スケジュール

４）研究活動における単位数の妥当性について

学位論文の作成に関連する研究活動である「特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」（計 8 単位）につ

いては、各科目の到達目標に従い、「特別研究Ⅰ」（2 単位）は 48 時間相当、「特別研

究Ⅱ」（3 単位）及び「特別研究Ⅲ」（3 単位）はそれぞれ 72 時間相当、合計 192 時間

－設置等の趣旨（本文）－17－



相当の研究指導を行うこととしているため、設定した単位数（計 8 単位）は妥当であ

ると考える。 

５）学位論文審査体制、学位論文の公表方法等

論文の審査は、「四日市看護医療大学大学院学則」及び「四日市看護医療大学学位規

程」により行う。 学位の授与を申請するものは、所定の期日までに研究科委員会へ修

士論文 1 編及び論文要旨を提出し、研究科委員会は主査を含めて 3 名以上の審査委員

を選定し、論文審査及び最終試験を行う。 

 審査委員は客観性・公平性・厳密性を確保するため指導教員以外の者が主査とな

り、指導教員は臨床検査学の様々な分野の専門性・特殊性から審査委員の一人として

審査を行うこととする。主査及び審査委員は当該研究科委員会の議を経て定める。 

 最終試験は、研究科委員会で選出する試験委員が課した問題・質問による口頭試験

とし、試験委員の定める基準をもって合格とする。口頭試験は公正を期すため試験内

容に偏りのないように配慮して作問し、審査対象者に課す。なお、最終試験は、論文

発表をもってこれに代えることができることとする。 

 審査委員は研究科委員会が定める審査基準に基づき審査を行い、論文審査の結果を

踏まえて ｢修士論文審査報告書｣を研究科委員会に提出する。研究科委員会は論文審査

及び最終試験の判定結果並びに単位取得状況により、修士課程修了の合否を判定す

る。 

本研究科の「修士論文審査基準」は、以下のとおりとする。 

修士論文審査基準 審査内容 

学問的価値・有用性 
研究テーマの適切、研究結果の予測の適

切および結果の有用性について 

文献検討の適切性 
過去の関連する研究に関する文献や資料

の適切な収集・活用について 

研究デザイン・方法の適切性 
研究内容に適した方法がとられているか

など実験方法の適切性について 

倫理性の確保 

研究倫理申請等の手続きを行っている

か、倫理的配 慮が十分になされている

か 

データ収集・分析・解釈の妥当性 
研究計画に基づいたデータ収集・処理・

分析の適切性と妥当性について 

論文の構成と形式・表現の適切性 
論文の形式、主旨・論旨、考察の明確な

表現や独創的な点について 

研究発表と質疑応答の適切性 
研究成果に関するプレゼンテーションの

内容の適切性について 

コミュニケーション能力の適切性
研究内容について教員や共同研究者等と

の意思の伝達・円滑について 
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（４）履修方法

履修方法及び修了に必要な単位数については、【資料 12】に示す。

本大学院において開設する講義科目は、これを必修科目及び選択科目とし、その修

業年限の期間に分けて履修させるものとする。ただし、長期履修学生を除く。 

各講義科目の単位数は、1 単位の授業時間を 45 時間の学修を必要とする内容をも

って構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時

間外に必要な学修等を考慮して、計算するものとする。具体的には、講義及び演習に

ついては、15 時間から 30 時間の授業をもって 1 単位とし、特別研究については、必

要な学修等を考慮して単位数を定めこととする。 

修了の要件として学生が履修すべき単位数について、1 年間及び課程ごとにその修

業年限の期間に履修科目として登録することができる単位数の上限を定める。ただし、

長期履修学生の場合は、履修科目として登録することができる単位数の上限は、1 年

間及びその学生の在学期間について定める。 

【資料 17】時間割案 

（５）単位の認定

各授業科目について、所定の出席時間数に達した学生に限り、その授業科目を履修

したものとみなす。各授業科目を履修し試験又は論文審査に合格した者に、学長認定

の上、単位を与える。 

１）本大学院における年間の授業期間、単位の授与及び成績の評価については、本学

学則第 21 条から第 23 条の規定を準用する。 

２）他の大学院等における授業科目の履修した授業科目について修得した単位を、10

単位を超えない範囲で本大学院における授業科目の履修により修得したものとみ

なす。 

３）学生が外国の大学の大学院に留学する場合に準用する。

４）本大学院が教育研究上有益かつ必要と認めるときは、学生が行う他の大学院又は

研究科（高等教育機関を含む。）における学修について準用する。 

５）規定により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、合わせて

10 単位を超えないものとする。 

（６）教育方法の特例と研究指導の特徴

本大学院において教育上特別の必要があると認められる場合には、夜間その他特

定の時間又は時期において、授業又は研究指導等により教育を行うことができる。 

１）本大学院が必要と認めるときは、修士課程の学生に本学学部の専門教育科目を

履修させることができる。ただし、当該科目の修得単位は修士課程の所要修得単

位としない。

２）本大学院が教育研究上有益かつ必要と認めるときは、他の大学院又は研究科

（外国の大学院又はそれに準じる高等教育機関を含む。）において学生が必要な

研究指導を受けさせることができる。ただし、当該研究指導を受ける期間は1年を

超えないものとする。

－設置等の趣旨（本文）－19－



（７）課程の修了要件

本大学院の修士課程修了の認定は、修士課程に 2 年以上（再入学又は転入学により

入学した場合は別に定める年数。）在学し、所定の科目について 30 単位以上を修得

し、かつ必要な研究指導を受け修士論文を提出して、その審査及び最終試験に合格す

ることとする。 

１）課程修了の認定は、論文の審査結果及び最終試験の成績により研究科委員会が判

定した合否の意見を聴取の上、学長がこれを行う。課程修了の時期は、学年又は学

期の終わりとする。 

２）学長は、課程修了の認定を得た者に対し修了証書を授与し、修士（臨床検査学）

の学位を授与する。

（８）研究費の取扱い及び研究の倫理審査体制

本学では、教職員の職務遂行及び基本理念実現のための規範として「四日市看護

医療大学公的研究費取扱規程」 を定めている。また、本学において研究に携わる教

職員、学部・大学院生、その他本学の研究費 の運営・管理に係るすべての者を対象

とする「四日市看護医療大学における公的研究費の不正使用防止に関する基本方

針」を定めるとともに、公的資金に関する研修への参加および規程を整備して公的

研究費の不正使用根絶に取り組んでいる。 

研究活動については、「四日市看護医療大学における公的研究費の使用に関する行

動規範」及び「四日市看護医療大学における研究費の不正使用及び研究活動に係る

不正行為の防止に関する規程」等を定め、本学における体制の整備、コンプライア

ンス教育、研究倫理教育の実施により研究活動における不正行為等を防止する。更

に、不正行為等に起因する問題が生じた場合に適切に対処するための委員会設置及

び不正行為等に対する措置等に関する必要な事項を定めている。

【資料 18】四日市看護医療大学公的研究費取扱規程

【資料 19】四日市看護医療大学研究活動に係る不正防止に関する規程

人を対象とした研究における倫理の妥当性については、「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」に基づいて「四日市看護医療大学研究倫理審査要領」を定

め、この規定に基づいて審査を行っている。審査にあたり、研究内容により同委員

会が指名する委員による迅速審査を導入し、研究の実施に支障をきたすことのない

体制を採っている。  

この他に具体的な研究活動に関して、以下の審査・管理体制を採っている。 

１）動物を使用する研究の実施にあたっては、「四日市看護医療大学動物実験委員会

規程」を定め、「四日市看護医療大学動物実験規程」に基づいて審査を行う。

２）遺伝子組換え実験については、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物

の多様性の確保に関する法律」等に基づき「四日市看護医療大学遺伝子組換え実

験委員会規程」を将来的には定める予定である。
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３）病原体を取り扱う実験については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律」等に基づき「四日市看護医療大学病原体等管理委員会規程」を

将来的には定める予定である。

このため、本研究科が行う研究及び実験のうち上記の審査が必要なものについ

ては、研究倫理委員会へ申請を行い、研究計画の審査・承認を受けたのちに開始

することとなる。  

【資料 20】四日市看護医療大学研究倫理審査要領 

６．基礎となる学部（又は修士課程）との関係 

（１）教育課程の概要

本学看護医療学部臨床検査学科の基礎教育科目、専門基礎分野及び専門分野に関す

る科目は、臨床検査技師の業務に必要となる基本的な知識・技術（実習・演習）の修

得を目的にしている。また、包括的チーム医療における臨床検査技師の役割を明確な

ものにする医療コミュニケーションを学ぶカリキュラム編成が主である。即ち、医療

現場で臨床検査技師の主な業務である患者の疾病の診断に有用な臨床検査の検査方法

及び正常値と異常値の判断を確実なものにする人材育成が学部教育の目的である。 

一方、本研究科本専攻（修士課程）の共通科目、専門科目（二分野）及び特別研究

では、疾病の要因を探求するとともに、その要因物質の生化学的性状、生物学的性状

及び物理学的性状などを解明するための専門的知識と解析技術などを学修するため二

専門分野「病因解析学分野」と「病態機能検査学分野」を設けて、疾病の要因物質の

作用機序、診断薬の開発、先端検査機器の開発など更なる知識と技術のスキルアップ

を身に着けるよう工夫した教育課程を組んでいる。 

また、本専攻では高い問題意識をもって検査結果の検討、精度管理及び在宅医療で

の臨床検査技師の役割についても学び、検査の手技、結果解釈だけでなく、病院及び

在宅医療での検査説明、及び接遇についても実践的な能力を身に付けさせ、学部教育

で学んだ知識・技能が実際の医療現場でどのように活かされているのか、また不足し

ている部分はどこかなど、問題解決のできる臨床検査技師の育成を目的としている。 

【資料21】学部教育と修士課程の関係図 

７．多様なメディアを高度に利用して，授業を教室以外の場所で履

修させる場合 

社会人学生への配慮として、共通科目の全科目において対面講義と併せてWebを利

用したリアルタイム方式（Zoom）を採用し、職場や自宅等での受講を可能とする。こ
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れにより、通学の負担を軽減するとともに、生活様式に合わせて学修時間を確保する

ことができると考える。リアルタイム方式で行うことで対面での実施と同レベルの教

育を行う。受講内容の理解度の確認は講義に関する質問などを含め、eメール機能を活

用した随時受け付けることから、修学上の不利益は生じないと考える。 

四日市看護医療大学では、既に「大学連絡・遠隔対応ツールマニュアル」冊子を作

成して学生に配付している。本大学院研究科においてもこのツールを利用して大学院

生、特に社会人学生の修学の利便性に配慮した教育を行う。 

以下に内容を示す。 

１）無線LAN(Wi-Fi)接続方法

２）Office365ログイン方法

３）大学連絡メール方法

・スマートフォンとメールシステムの同期

・講義資料の配付および学生からの課題提出

・オンデマンド型授業の動画ファイル視聴

４）Zoomログイン方法

・遠隔授業（同時双方向型授業）の視聴

５）データの保存

６）動画・授業資料など著作物についての著作権の尊重について

【資料13】四日市看護医療大学大学院学則（案） 

８．「大学院設置基準」第２条の２又は第１４条による教育方法の

実施 

（１）第 14 条適用の趣旨

本専攻では、社会人の積極的な受入れを特色としている。具体的には、保健・医

療・福祉施設、教育研究機関、官公庁、企業などの現場において活躍している現有職

者に対して、夜間等特定の時間帯、又は特定の時期に授業及び研究指導を行い、職を

辞することなく学修できる教育環境を整備し、臨床検査学分野の高度専門職業人、教

育及び研究者の育成を図るため、大学院設置基準第 14 条に基づく教育を実施する。 

また、現有職者が現職と修学を時間的に無理なく両立できるよう、修業年限につい

ては標準の 2 年の他に、修業年限が 3 年の長期履修制度も導入する。 

（２）修業年限

本専攻の標準修業年限は 2 年とし、4 年を超えて在学することはできない。ただし、

長期履修を希望する者で専攻長が許可した場合には、3 年を限度として教育課程を履修

できるものとする。この場合であっても、5 年を超えて在学することはできない。また、
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本専攻へ編入学、再入学及び転入学した学生は、修業すべき年数に 2 年を加えた年数を

超えて在学することはできない。ただし、在学期間には、休学期間を算入しない。いず

れの場合も全期間に 14 条特例を実施する。 

（３）履修指導及び研究指導の方法

社会人大学院生の履修指導及び研究指導については、一般の大学院生と同じく、入

学から修了までの全期間を通じて指導教員を配置する。履修指導については、学生が

選択した専攻分野を勘案の上、指導教員が学生の医療技術分野の基本的な経験や知

識・技術及び将来目指すキャリアパスの可能性を考慮し、履修モデルを示して個別に

指導する。研究指導については、指導教員に加え、これを補助する教員を配置し、研

究指導体制の充実を図り、学生の修士論文作成まで一貫した指導を行う。研究テーマ

の選定にあたっては、社会人学生の希望を考慮し、指導教員と協議しながら選定する

こととする。 

（４）授業の実施方法

昼間だけでなく夜間その他特定の時間又は時期に教育・研究指導を受けることがで

きるよう平日（月曜日～金曜日）の夜間、土曜日及び夏期・冬期休業中に開講する。 

夜間の授業は、第 6 限（18：00～19：30）及び第 7 限（19：40～21：10）に開

講し、土曜日の授業は、第 1 限（8：40～10：10）、第 2 限（10：20～11：50）、

第 3 限（12：40～14：10）、第 4 限（14：20～15：50）及び第 5限（16：00～

17：30）に開講する。夏期・冬期休業中にも講義、演習、特別研究の授業を集中的に

実施し、教育・研究指導を受けることができるようにする。また、共通科目では多様

なメディアを高度に利用して、授業を職場や自宅において受講できるようにする。 

これらの受講により、現有職者が現職と修学を時間的に両立できるよう配慮し、無

理なく修了できるようにする。 

（５）教員の負担の程度

本専攻の専任教員は、14名全員が学部との兼務であることから、学部と大学院の担

当授業時間数の調整や各種委員会業務等の軽減を行うなどして、過度の負担がかから

ないよう十分に配慮する。 

昼夜間開講の実施に際しては、十分な教育研究指導が行えるよう、本専攻の専任教

員全員が教育方法の特例による授業を実施する。ただし、同一日の昼間及び夜間双方

の授業を担当することをできるだけ避けるよう、授業時間の編成を工夫するなど、教

員に対する負担をできる限り抑えるよう努める。 

（６）図書館・情報処理施設等の利用方法や学生の厚生に関する配慮，必要な職員の

配置

図書館は、平日（月曜日～金曜日）の夜間（17：00～21：00）、土曜日にも開館し

ており、開館時間に対応した職員の配置を行うことにより、大学院生の利用の便を図

ることとする。また、本学図書館及び四日市大学情報センターに所蔵するすべての資
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料は、OPAC による学内外からの蔵書検索が可能であり、利便性の向上に配慮してい

る。なお、平日（月曜日～金曜日）の夜間（17：00～21：00）、土曜日は、安全対策

のため静脈認証システムに登録した学生及び教職員のみが図書館へ入館可能となる。 

また、コンピュータ演習室や図書館内のコンピュータ室の情報処理施設でパソコン

を利用することができるほか、大学院生研究室に設置してあるパソコンは夜間や土曜

日にも利用することができる。本学の厚生施設についても学部の学生と同様に利用す

ることができる。 

なお、事務室の窓口は、職員の変則勤務等により平日の夜間及び土曜日における大

学院生の利用にも支障が生じないよう配慮する。 

（７）有職者のための入学者選抜の概要

現有職者のため、｢一般選抜｣とは別に「社会人特別選抜」を設ける。社会人として

の実務経験を3年以上有する者及び保健・医療・福祉施設、教育・研究機関、官公庁、

企業等に勤務する者で、勤務をしながらの就学について当該勤務先の承認を得ている

者が「社会人特別選抜」に出願することができる。 

なお、入学後も保健・医療・福祉施設、教育研究機関、官公庁、企業等で勤務する

場合には、当該勤務先との間で問題が生じないように十分に留意するよう指導するも

のとする。 

選抜方法は、成績証明書及び研究計画書による書類審査、専門科目及び英語の筆記

試験、面接試験専とする。成績証明書に替えて職務経歴書等の実務経験の内容がわか

る書類を提出することも認め、それにより入学時における適性を確認することで受験

生に不利益が生じないよう配慮する。 

（８）大学院を専ら担当する専任教員を配置するなどの教員組織の整備状況等

本専攻の専任教員の内、病因解析学分野に属する教授1名と病態機能検査学分野に属

する教授1名の2名を大学院専任とし、他大学大学院での豊富な研究指導歴を生かしな

がら専ら大学院での教育研究を担当することとする。他の専任教員12名は、基礎とな

る臨床検査学科との兼任となることから、学部での教育研究と大学院での教育研究の

連続性・接合性を考慮しながら教育研究指導に当たることとする。 

９．入学者選抜の概要 

本専攻の入学者選抜方針は研究科委員会で策定する。本委員会では、入学試験問題の

作成から入学試験の実施及び合格者の選考までを行い、合格者は本委員会の議を経て学

長が決定する。 

入学者選抜では、本専攻のアドミッション・ポリシーに合致した学生を選抜するため、

成績証明書及び研究計画書による書類審査、専門科目及び英語の筆記試験、面接試験を

行い、総合的に合否を判定する。書類審査では、成績証明書によりそれまでの学修成果
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を確認するとともに、高度専門職業人または教育・研究者として、臨床検査学のみなら

ず広く医療の発展に貢献する意欲を有するか、臨床検査学や医療に対する高い追究心を

持ち、主体的な学修及び自己啓発に積極的であるかを評価する。筆記試験では、専門科

目により本専攻の教育を受けるために必要な医療の知識や技術を有するか、また、英語

により臨床検査学や医療に対する高い追究心を持ち、主体的な学修及び自己啓発に積極

的であるかを評価する。面接試験では、アドミッション・ポリシー全般に合致している

かを評価する。 

なお、完成年度以降においては、退職が予定されている教員から研究指導を受けるこ

とを希望する入学希望者に対しては、出願に先立つ事前相談において教員の任期につい

て説明するとともに、入学した場合は研究指導副担当を配置して指導と学生情報の共有

にあたる。 

入学者選抜の具体的な内容は、以下のとおりとする。 

（１）出願資格

１）学校教育法第 83 条に定める大学を卒業した者又は当該年度末までに卒業見込みの

者

２）学校教育法第 104 条第 7 項の規定により学士の学位を授与された者

３）外国において学校教育における 16 年の課程を修了した者

４）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該国の学校教育における 16 年の課程を修了した者 

５）専修学校の専門課程（修業年限が 4 年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以降に修了した者 

６）学校教育法施行規則第 155 条第 1 項第 6 号の規定により文部科学大臣が指定した

者

７）前各号に定める者の他、本大学院における個別の入学資格審査により、大学を卒業

した者と同等以上の学力があると学長が認めた者で、当該年度末までに 22 歳に達し

入学者受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

本専攻では、専門性の高い臨床検査学の修得を志向し、主体的に学修できる意欲を持

つ次のような入学者を求めています 。 

1．臨床検査学専攻の教育を受けるために必要な医療の知識や技術を有する者。

2．高度専門職業人または教育・研究者として、臨床検査学のみならず広く医療の発展

に貢献する意欲を有する者。 

3．臨床検査学や医療に対する高い追究心を持ち、主体的な学修及び自己啓発に積極的

である者。 
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た者 

（２）選抜区分、選抜対象、選抜時期、選抜方法及び募集人員

選抜区分 選抜対象 選抜時期 
選抜方法 

（対応する AP） 
募集人員 

学  内 

推薦選抜 

本学臨床検査学科

を卒業見込みの者

で、本専攻を第1 志

望とし、研究指導予

定教員の承認及び

学科長の推薦があ

る者 

8 月下旬 

～9 月上旬 

※開設前年度の

み 12月に実施

・書類審査

成績証明書（AP1）

研究計画書（AP2・3） 

・専門科目（AP1）

・英語（AP3）

・面接（AP1・2・3） 

2 名 

一般選抜 

出願資格を満たす

とともに、入学時に

臨床検査技師の免

許を有する者また

は国家試験受験資

格を有する者 〈Ⅰ期〉 

8 月下旬 

～9 月上旬 

〈Ⅱ期〉 

2 月中旬 

※開設前年度は

Ⅱ期のみ実施

・書類審査

成績証明書（AP1）

研究計画書（AP2・3） 

・専門科目（AP1）

・英語（AP3）

・面接（AP1・2・3） 

〈Ⅰ期〉 

2 名 

〈Ⅱ期〉 

1 名 

※開設前年

度のみⅡ期

3 名

社 会 人 

特別選抜 

出願資格を満たす

とともに、社会人と

しての実務経験を 

3 年以上有する者

及び保健・医療・福

祉施設、教育・研究

機関、官公庁、企業

等に勤務する者で、

勤務をしながらの

就学について当該

勤務先の承認を得

ている者

一般選抜及び社会人特別選抜に出願する既卒者（他大学卒業生を含む）に対しては、

成績証明書に替えて職務経歴書等の実務経験の内容がわかる書類を提出することも認

め、それにより入学時における適性を確認することで受験生に不利益が生じないよう配

慮する。 
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なお、社会人特別選抜の出願者で入学後も保健・医療・福祉施設、教育研究機関、官

公庁、企業等で勤務する場合は、当該勤務先との間で問題が生じないように十分留意す

るよう指導することとする。 

（３）研究指導教員との事前相談

入学を希望する者は、出願に先立って、研究科委員会入試担当者会議へ研究指導を受

けることを希望する教員との事前相談を申し入れることとする。この事前相談において、

研究内容や研究計画等について事前に十分な相談を行うこととし、出願にあたってはこ

の事前相談を必須とする。 

（４）社会人の受入れ方策

本専攻では、「大学院設置基準」第14条による教育方法を実施する計画であり、社

会人の積極的な受入れを特色としている。社会人の定義は、社会人としての実務経験

を3年以上有する者及び保健・医療・福祉施設、教育・研究機関、官公庁、企業等に勤

務する者で、勤務をしながらの就学について当該勤務先の承認を得ている者とする。

その具体的な受入れ方策として、昼夜間開講や長期履修制度を設けるほか、共通科目

では多様なメディアを高度に利用して、授業を職場や自宅において受講できるように

する。また、研究指導教員が社会人学生の医療技術分野での基本的な経験や知識・技

術及び将来目指すキャリアパスの可能性を考慮し、これに沿った履修指導を行うこと

や、研究テーマの選定にあたっては社会人学生の希望を考慮して、研究指導教員と協

議しながら選定することとする。 

なお、本専攻入学前の既修得単位については、本大学院学則第26条の規定に従い認

定する。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第 26 条 本大学院が教育上有益と認めるときは、学生が本大学院に入学する前に他

の大学院又は研究科（外国の大学院又はそれに準じる高等教育機関を含む。）におい

て履修した授業科目について修得した単位(科目等履修生として修得した単位を含

む。）を、本大学院に入学した後の本大学院における授業科目の履修により修得した

ものとみなすことができる。 

２ 本大学院が教育上有益と認めるときは、学生が本大学院に入学する前に行った前

条第 3 項に規定する学修を、本大学院における授業科目の履修とみなし、別に定め

るところにより単位を与えることができる。 

３ 前 2 項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入

学、転入学等の場合を除き、本大学院において修得した単位以外のものについて

は、前条第 1 項から第 3 項までの規定により本学において修得したものとみなす単

位数と合わせて 10 単位を超えないものとする。 
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１０．教員組織の編成の考え方及び特色

 本専攻の教員組織は、基礎となる学部である本学看護医療学部の専任教員の中か

ら、細胞機能、病原体遺伝子、検査情報解析、生理機能検査、生体成分分析等の研究

業績が十分にあり、高度な解析技術を教授できる者、臨床経験・教育経験を有する

者、また工学や臨床工学等他領域で科学的エビデンスを構築できる解析法を教授でき

る者である専任教員 14名（教授7名、准教授3名、講師4名）で編成する。専任教員

は、全員が博士の学位（医学13名、保健学1名）を取得している。 

　共通科目・専門科目（専門分野）において必修科目及び選択科目とした科目を本研

究科における主要科目として位置付け、いずれの科目も、その領域・分野において十

分な教育研究等の業績を有する専任の教授、准教授又は講師が担当する。 

　開設時の専任教員の年齢構成は、70歳代に教授1名、60歳代に教授4名、講師1名、

50歳代に教授2名、准教授3名、講師3名となっており、高齢に偏っているが、50歳代

の准教授、講師には、教育研究実績、臨床経験豊富な人材が多く、修士課程の教育研

究に携わることで更なる発展も期待される。 

　なお、70 歳代と 60 歳代の教授 3 名は開設時に本学の定年（65歳）を超えている

が、本専攻の教育研究を展開していく上で欠かせない人材であり、本学の定年規程第

2 条第3 項に基づき、理事会において就任の承認を受けている。現在、基礎となる学

部・学科である看護医療学部臨床検査学科には20歳代後半から 30 歳代前半の助手 3

名が在籍しており、その内の 1名は修士の学位を取得している。修士または博士の学

位を取得していないこの 3名には、今後も積極的に学位の取得を奨励し、基礎となる

学部のみならず大学院での教育研究指導を担うに足る実力を身に付けられるよう指

導・支援していく。学識経験豊富な高齢の専任教員が在職する間にこの人的資源を最

大限に活用し、これらの助手や若い世代の教員に対する資質向上のための指導と教育

を充実させ、計画的に後継者の育成を図っていく。今回の大学院修士課程設置計画

は、そのためにも大きな役割を果たすこととなる。 

　学内での育成が困難な専門分野については、公募又は教員の保有する人的ネットワ 

ークを最大限に活用し、他の大学・大学院から新たに 30～40 歳代の優秀な若手教員

を招聘するなどして、教育研究水準の維持向上及び活性化において問題ない構成とな

るよう努めていく。教員組織の永続性が担保できるよう教員の退職時期に合わせた補

充採用を実施し、令和8（2026）年 3 月末で退職することが予定されている教員の後

任人事と並行しながら、令和7（2025）年度中の早期に確定させることとする。翌年

度以降についても同様の対応を行い、大学院修士課程にふさわしい教員組織の編成に

努めていく。 
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１１．研究の実施についての考え方，体制，取組 

 本学の研究環境については、既設の看護学研究科看護学専攻と連携し、先行研究、

関連研究を行う上で異分野・多職種研究者との協働研究の体制は可能である。 

 看護学と臨床検査学、医学・保健学と臨床検査学の研究体制、及び在宅医療におけ

る臨床検査技師業務の実施、拡大に向け新たな研究領域の視点からの共同研究の環境

は整っていると考えるが、URA制度などの事務体制および研究環境等の体制などの取

り組みについては今後の検討事項である。 

１２．施設・設備等の整備計画 

（１）校地、運動場の整備計画

四日市看護医療大学専用の校地面積は15,468㎡、校舎面積は11,236.35 ㎡であり、

大学設置基準上必要な校地面積6,200㎡、校舎面積8,131㎡をそれぞれ上回っており、

空地も十分確保できている。ただし、学生の休息の場を確保するため、空地のみなら

ず屋内での休息のスペースを設けるため、A館、B館それぞれに学生ホールを整備する

などして十分配慮している。臨床検査学専攻の施設、設備もこの校地、校舎を活用す

る。 

運動場（約24,000㎡）及び体育館については、四日市大学との共用運動場、体育館

として利用しているが、臨床検査学専攻開設後もそれを継続する。運動場、体育館、

いずれも臨床検査学専攻が完成年度を迎えた時点で両大学の収容定員が計1,420人（四

日市大学800人、四日市看護医療大学・大学院620人）となっても、十分な面積を有す

ることから問題は生じないものと考えるが、両大学の教育研究活動に支障をきたすこ

とのないよう、これまで同様両大学間で連絡、調整を密に行い、計画的な利用を進め

ていく。また、授業及び課外活動において学生が快適に利用できるよう今後も環境整

備に努めていく。 

（２）校舎等施設の整備計画

現在、看護医療学部と大学院看護学研究科看護学専攻とで使用する校舎は、大学

院・学部を同一の建物において整備することを前提としており、学部教育の充実はも

とより、大学院教育に必要な施設・設備を整えたものとなっている。したがって、大

学院教育のために必要な専用スペースとして大学院生研究室を設けるほかは、基本的

に学部と共用することを前提としている。 

現在、看護医療学部及び大学院看護学研究科が使用する校舎は、A館（5階建：

6,539.59㎡）とB館（5階建：4,696.76㎡）から構成されている。臨床検査学専攻の開

設後に共用する講義室及び演習室は下表に示すとおり必要十分な面積・収容人員を備

えており、教室や演習室等の使用については、学部及び研究科を含めて時間調整を行

い、支障の出ることがないよう時間割を設定する。使用する教室や演習室等では教職
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員及び学生が使用できる学内LANやWi-Fiが整備されているため、インターネットを

活用した講義や演習等が可能である。 

看護医療学部及び大学院看護学専攻と共用する講義室・演習室 

（３）研究室、研究実験室、共通機器室、培養室、倉庫（危険物保管庫を含む）

臨床検査学専攻の担当教員は全員が看護医療学部臨床検査学科との兼務となるた

め、教員研究室は現状の通り使用する。教授、准教授、講師は個室（平均23.0㎡）、

助教、助手は共同研究室となっており、落ち着いた環境で指導することが可能であ

る。 

また、これまで教員のみが利用してきたB館4階の研究実験室1室（51.6㎡）、共通

機器室1室（22.6㎡）、培養室1室（22.4㎡）及び倉庫（19.1㎡、危険物保管庫を含

む、静脈認証システムにより入退室）の利用を大学院生にも許可し、大学院生の研究

促進のため活用していく。 

（４）実習室

B館には、1階にB1実習室（168.0㎡＋準備室15.2㎡・64人収容）、2階にB2実習室

（165.1㎡＋準備室36.5㎡・60人収容）、3階にB3実習室（165.1㎡＋準備室36.5㎡・

60人収容）がそれぞれ配置され、4階には講義室とベッド5台と小規模なレクチャー等

を可能とする40席分の講義スペースを合せた臨床生理学実習用のB4実習室（153.5

館名 種別 教室名 
収容人員
（人） 

面積 
（㎡） 

A 館 

講義室 

30A 教室 125 138.9 

30B 教室 59 84.6 

30C 教室 59 87.0 

40A 教室 125 138.9 

40B 教室 59 84.6 

40C 教室 59 87.0 

演習室 

演習室 1 18 34.0 

演習室 2 18 33.7 

演習室 3 18 34.0 

演習室 4 18 33.7 

コンピュータ
演習室

42 132.2 

B 館 
講義室 

B101 教室 250 197.6 

B201 教室 250 197.6 

演習室 演習室 5 24 48.0 
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㎡）1室と準備室を備えた細胞診実習室1室（71.3㎡＋準備室17.5㎡・20人収容）が配

置されている。これら5室の実習室には、「臨床検査技師養成所指導ガイドライン」別

表2「教育上必要な機械器具、標本及び模型」に記載されているものを含め、合計

1,638点の機械・器具等が整備されているほか、いずれの実習室にも大型のAV機器を

設置されており、十分な視聴覚教育が行えるようになっている。さらに、学内LAN 

システムやWi-Fiを用いてインターネットに接続できる環境も整備されている。

これら5室の実習室は、大学院教育においても十分活用していく。

（５）大学院生研究室・大学院控室

臨床検査学専攻の大学院生の研究及び論文執筆等のため、臨床検査学専攻の学生専用

の研究室（70.9 ㎡・14 名収容）を B 館 3 階に設ける。大学院生研究室は教員研究室

や B1～B4 実習室、細胞診実習室、研究実験室、共通機器室、培養室、倉庫等と同一の

建物内に位置することから、研究指導教員との連携や実習室等の空き時間を有効に活用

し学修や研究を進めることが可能である。利用時間は月曜日から金曜日の 8：30～21：

00 を基本とするが、事前に申請があれば土曜日・日曜日・祝日の利用及び全日 24：00

までの利用を許可する。研究室内には独立性を保つためにパーテーションで区切られた

スペースを設け、学生 1 人に対し 1 台の机、椅子と学内 LAN システムやインターネ

ットに接続されたパソコンを配置する。共用設備として、カラーレーザープリンター、

シュレッダー、作業用テーブルを配置するとともに、個人用ロッカーや図書用書架、ガ

ラス戸棚も設置する。【資料 22】大学院生研究室平面図

また、大学院生研究室とは別に、大学院控室を設け、大学院生専用の休息・交流スペ

ースとする。大学院控室は静謐な環境を確保するため電子錠により入退室を管理する。

室内には 8 人が掛けられるソファセット 2 組を設置するとともに、ミニキッチンやト

イレ、手洗器、電子レンジ等を整備し、授業や研究の間に十分な休息・交流が可能とな

るよう配慮する。【資料 23】大学院控室平面図

（６）図書等の資料及び図書館の整備計画

本学図書館（718.8㎡・118席）はA館1・2階に位置している。現在の蔵書は、一部

寄贈図書もあるが、大半は平成19（2007）年の開学、平成23（2011）の大学院設

置、平成31（2019）年の臨床検査学科設置に伴い順次整備してきたものあるため、情

報鮮度は比較的高い。館内にあるすべての資料の所蔵データを作成し、図書館蔵書検

索（OPAC）による学内外からの蔵書検索に対応している。図書館システムとして

「情報館」を導入しており、学生がより快適に図書館を利用できる環境を整備してい

る。図書、学術雑誌、視聴覚資料の新規購入にあたっては、講義や実習等と密接に関

連した必要度の高い資料から優先的にそろえるようにしている。館内には、PC15台を

備えるコンピュータ室が併設されており、図書や学術雑誌の貸し出し手続きを経るこ

となく自由に持ち込むことができるため、レポート作成等に利便性の高い環境となっ

ている。図書館の開館時間は、学生が有効に利用することができることや授業終了後

も利用することができるように授業期間の平日は9：00～21：00、土曜日は10：00～

18：00に開館し、充実した学修・研究環境の提供に努めている。ただし、授業期間以
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外は一斉休暇期間や整備期間を除いて9：00～17：00としている。 

また、日本図書館協会、日本看護図書館協会に加盟しているほか、国立情報学研究

所の目録所在情報サービス（NACSIS-ILL）にも参加している。これにより、全国の

参加図書館間での相互文献複写サービスや資料現物の貸借が可能となり、最新のデー

タ利用及び迅速な資料の提供が可能となっている。

なお、一般教養の分野においては、隣接する四日市大学情報センター（蔵書冊数約

16 万冊、所蔵雑誌約900タイトル（和雑誌約700タイトル・洋雑誌約200タイトル）、

視聴覚資料約4,100タイトルの資料も自由に利用でき、医療系単科大学としては充実し

た資料環境にあるといえる。 

臨床検査学専攻開設にあたり、約105万円の図書購入予算を計上し、開設前年度に

図書106冊（すべて電子書籍）を購入する予定である。平成27（2015）年12月から電

子書籍（Maruzen eBook Library）を導入したところ、学外での予習・復習等に有効

活用されており、特にコロナ禍において果たした役割は大きなものがあった。したが

って、臨床検査学専攻の開設に際しても、社会人学生が多くなるであろうことにも鑑

み、新規の図書整備はすべて来館せずとも利用可能な電子書籍にする予定である。

【資料24】購入予定図書一覧 

１）図書

本学看護医療学部 2 学科（看護学科、臨床検査学科）及び大学院看護学研究科 1 専攻

（看護学専攻）で既に和書 23,141 冊、洋書 2,297 冊を整備している。そのうち、本研

究科の基礎となる臨床検査学科においては、開設前年度の平成 30（2018）年から開設

2 年目となる令和 3（2021）年までの 3 年間で 1,500 万円の図書購入予算を計上し、新

たに図書 1,409 冊（うち外国書 151 冊）、学術雑誌 15 誌（うち外国雑誌 4 誌）及び視

聴覚資料 753 点を購入しており、これらの大半は臨床検査学専攻においても有用なも

のである。 

主な図書：カラーアトラス人体、運動器臨床解剖アトラス、ネッター解剖学カラーリン

グテキスト、カラー図解人体発生学講義ノート 第 2 版、人体解剖カラーアトラス、ム

ーア人体発生学 原著第 8 版、解剖学アトラス 原著第 10 版、骨格筋ハンドブック 

原著第 3 版、Atlas of infectious disease pathology、 Clinical uncertainty in primary 

care 

２）学術雑誌

本専攻の基礎となる臨床検査学科では学術雑誌 15 誌（和雑誌 10 タイトル・洋雑誌 5

タイトル）を購読している。また、これとは別に学術雑誌 92 誌（和雑誌 70 タイトル・

洋雑誌 22 タイトル）を購読、202 誌（和雑誌 202 タイトル・洋雑誌 40 タイトル）を

所蔵しているため、臨床検査学専攻の設置に伴い新規に購読を行わなくとも十分充足し

ている。

主な学術雑誌：Journal of American Medical Association(JAMA)、血液内科、検査と

技術、月刊細胞、生化学、日本臨床検査医学会誌、Heart View、Medical Technology
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３）電子ジャーナル

臨床検査学分野に特化したコンテンツが比較的少ないことから、臨床検査学科では

下記の3誌を購読している。また、大学全体では20誌を購読している。オンラインデ

ータベースは、メディカルオンライン、CINAHL、MEDLINE、Medical Finder、医

中誌 Web（医学中央雑誌 Web 版）を導入しており、電子ジャーナルは、メディカル

オンラインから 1,575誌、Medical Finderから17誌の合計1,592誌が閲覧可能であるた

め、関連分野をカバーすることが可能である。

電子ジャーナル：Blood、The Journal of Immunology、臨床血液

４）視聴覚資料

医療技術分野の視聴覚資料は 735 点を有している。また、大学全体では 811 点の視

聴覚資料があり、全てが館内で閲覧できるほか、著作権処理が済んでいるものを対象に、

館外貸出も実施している。 

主な視聴覚資料：目で見る微生物学 全 7 巻、目で見る臨床検査 第 2 版 全 10 巻、

臨床診断推論入門 全 10 巻、山内豊明教授のバイタルサインの測定 全 3 巻 

１３．管理運営及び事務組織 

学校教育法第 93 条，学校教育法施行規則第 143 条，第 144 条学に基づき、本学

では教育研究目的の達成のため、以下の管理運営体制を構築している。 

（１）大学運営委員会

本学園には、四日市看護医療大学の円滑な運営を図るため、理事会と本学との審議・

協議機関として大学運営委員会が設けられており、臨床検査学専攻開設後もこれを継続

する。 

大学運営委員会は、学長が議長となり、理事（若干名）、副学長、企画部長、学科長、

教育推進・学生支援センター長、専攻長、事務局長を委員として組織することとなって

いる。したがって、臨床検査学専攻開設を機に臨床検査学専攻長を新たに委員に加える。 

大学運営委員会の所掌事項は、 

１）本学の組織、運営の基本方針に関する事項

２）学則、その他の学内諸規程等の制定及び改廃に関する事項

３）本学の教育研究目標・計画の策定に関する事項

４）本学の専任教員配置及び教員人事に関する事項

５）本学の予算に関する事項

６）本学の将来計画に関する事項

７）その他、本学の運営に関する重要事項で、理事長又は学長が必要と認めた事項

となっており、毎月 1 回（第 2 水曜日）を定例の会議日としている。
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（２）研究科委員会

一方、臨床検査学専攻を含む看護医療学研究科の管理運営の中心は研究科委員会が担

う。研究科委員会は、学長が議長を務め、専任の研究指導教員で組織され、民主的な意

見調整を行う場として機能させる。 

研究科委員会は、次の各号に掲げる事項について審議し、学長が決定を行うに当たり

意見を述べるものとして機関として位置付けられている。 

１）学生の入学及び課程の修了

２）学位の授与

３）前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、研究科委員会の意見

を聴くことが必要なものとして学長が定める次の事項

①教育課程及び研究指導に関する事項

②復学、除籍、賞罰等学生の身上に関する事項

③学生の試験に関する事項

④その他、研究科の運営に関する重要事項

また、研究科委員会は、前項に規定するもののほか、学長がつかさどる教育研究に関

する事項について審議し、学長等の求めに応じ、意見を述べることができることとなっ

ており、毎月 1 回（第 3 水曜日）を定例の会議日としている。 

研究科委員会は、看護学専攻も含めた看護医療学研究科全体の民主的な意見調整を行

う場として機能させていく。 

（３）専攻会議

臨床検査学専攻の運営は、専攻会議を中心に行なう。専攻会議は、学長がつかさどる

専攻の教育研究に関する事項について審議し、学長の求めに応じ、意見を述べることが

できる機関として位置づけられている。 

専攻会議は、臨床検査学専攻の専任教員をもって組織するが、議長である専攻長が必

要と認める場合には、助手その他の職員を加えることができる。 

専攻会議も研究科委員会同様、民主的な意見調整を行う場として機能させていく。 

（４）各種担当者会議

大学運営委員会、研究科委員会及び専攻会議との連携を適切かつ有効的に行うために、

専門的事項を審議、起案、また実行することを目的として、次の各種担当者会議を大学

院に常設している。 

１）教務担当者会議

２）ファカルティ・ディベロップメント担当者会議

３）自己点検・評価担当者会議

４）入試担当者会議

大学運営委員会、研究科委員会、専攻会議及び各種担当者会議は、それぞれの規程に

基づいた協議、審議を行い、それぞれの構成メンバーを通じて連絡、調整を図ることに

より、円滑な大学院運営が行われることを企図して設置されている。 
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（５）事務組織

本学の事務組織は、学部・大学院の別なく大学全般の事務を遂行するために置かれて

いるが、大学院生の授業・研究活動等に関わる教務面や厚生補導等に係る学生生活面に

ついては、教学課に大学院担当を配置し、様々な相談に応じる体制を整えている。 

１４．自己点検・評価 

本学では、教育研究水準の向上と活性化を図り、本学設置の目的に沿った社会的使命

を果たすため、現実的で有効な視点から、学校教育法第 109 条第 1 項に規定された自

己点検・評価を継続的に実施している。自己点検・評価の結果、目標と現状との間に乖

離があれば必要な改善を行うほか、社会情勢の変動に伴って変化する教育研究等の活動

や方策を取り入れる等、継続的な改善と基本理念の実現を目指している。

また、中期的なスパンで作成する「自己点検・評価報告書」の基礎資料とすることを

目的に、毎年、各委員会、教育研究組織、事務部局に PDCA サイクルに則った「年次

活動報告書」の提出を義務付けており、提出された年次活動報告書に対しては、自己点

検・評価委員会から改革・改善を促すために提案書が発出されており、エビデンスに基

づいた自己点検・評価活動が実践されている。臨床検査学専攻開設後もこの自己点検・

評価活動を継続、発展させていく。 

（１）実施方法

教育研究活動をはじめとする大学運営全般に関する総合的な点検・評価を定期的に行

っている。例えば、教育改善の取組みについては、学生からの授業評価の結果等を基に

全教職員を対象としたワークショップを開催し、本学における教育研究活動に関して自

ら自己点検・評価を行うことによって、改善・充実させることを目指す。その他、単年

度毎の調査が有効である分野については定期的に調査を行い、そのつど成果を教育研究

活動等に還元できる方法で開示していく。 

（２）実施体制

自己点検・評価の充実を図るため、自己点検・評価委員会を設けており、臨床検査学

専攻開設後も継続する。委員会の構成員は、現在、 

１）副学長

２）学科長

３）専攻長

４）学部から選出された教員

５）事務局長

となっている。

自己点検・評価委員会の所掌事項は、 

１）自己点検・評価推進のための企画及び実施に関する事項

－設置等の趣旨（本文）－35－



２）自己点検・評価に関する報告書等の作成に関する事項

３）その他、自己点検・評価活動に関する事項

である。

なお、評価・点検が独善的になることを避け、大学が社会的な存在であることを認識

し、大学の透明性を高めるため、公益財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別

認証評価も継続的に実施している。 

（３）結果の公表と活用

自己点検・評価の結果は公表し、学内外からの批判・評価を参考としながら、本学の

教育研究及び大学運営に役立てている。結果は、ホームページにおいて公開している。 

（４）主な評価項目

現在、以下の評価項目にもとづく自己点検・評価活動を行っており、臨床検査学専攻

開設後もこれを継続していく。 

１）建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等

２）沿革と現況

３）使命・目的等

４）学生

５）教育課程

６）教員・職員

７）経営・管理と財務

８）内部質保証

９）地域貢献

１５．情報の公表 

学校法人としての公共性に鑑み、社会に対する説明責任を果たすため、法人の基本情

報、法人の経営及び財政に関する情報、法人が設置する学校の教育研究に関する情報、

事業報告に関する情報、設置認可（届出）申請に関する情報等を刊行物及びホームペー

ジによって広く公表している。 

また、本学では、教育研究活動等の状況について、地域社会の理解を促す助けとなる

よう紀要、自己点検・評価報告書、学報などの刊行物を発行している。あわせて、ホー

ムページ等で学生、保護者、卒業生、地域社会の人々に広く情報を開示し、正確な情報

の提供に努めており、臨床検査学専攻においても積極的にこれらを継続していく。

具体的には、ホームページを活用して、臨床検査学専攻設置の趣旨及び特色、教育研

究上の目的を伝えるとともに、入試情報については、入試日程及び概要の提供の他、受

験者数、合格者数などより詳細な情報を提供していく。 

さらに、大学案内パンフレット等を作成し、臨床検査学専攻に所属する教員の氏名や

－設置等の趣旨（本文）－36－



 

研究テーマ、教育研究指導の内容を明示することや、本学の教育課程（開設授業科目等）、

教員組織、施設・設備等の教育環境に関する情報も具体的に提供していく。 

特にシラバスの内容は、学生の利便に資するよう、これまでも看護医療学部や大学院

看護学専攻においても行なってきたように Web 上でも閲覧できるようにする。 

また、教員の研究テーマや研究業績、社会活動内容などについても、臨床検査学専攻

科へ入学を志望する受験生や保護者だけでなく、広く地域住民に向け、情報を開示し､

情報の共有を図るために定期的発行している「四日市看護医療大学学報」（年刊）やニ

ューズレター「オレンジの風」（季刊）においてこれまで同様に積極的に発信していく。 

 

（１）ホームページによる情報提供 

学校教育法施行規則の一部改正に伴い、平成 23（2011）年 4 月 1 日より施行された

教育情報の公表については、ホームページのトップページ（https://www.y-nm.ac.jp/）

に「情報の公表」のバナーを設けて、必要十分な情報にすばやく到達できるよう設定し、

年度ごとの最新情報を提供している。 

財 務 情 報 の 公 開 に つ い て も 、 暁 学 園 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.akatsuki.ed.jp/data.html）上で財務概要、財務関係比率表、財産目録、

貸借対照表、事業報告書、資金・活動区分資金収支計算書、事業活動収支計算書、監査

報告書を公開し、閲覧や印刷ができるようにしている。 

本学では、教育研究活動を含め、大学運営に関わるあらゆる状況について、学報等の

刊行物への掲載やホームページ等により広く周知を図っている。情報の提供は、本学の

ホームページ（https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞

情報公開）によって下記の内容を個人情報保護にも配慮しながら広く提供している。 

 

１）大学の教育研究上の目的及び 3つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラ

ム・ ポリシー、アドミッション・ポリシー）に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

本学の特色 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/ideal.html，ホーム＞大学案内＞教育理念 

教育研究目的 

学部 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/ideal.html，ホーム＞大学案内＞教育理念 

大学院 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/graduate-school.html#purpose，ホーム＞学 

部・大学院＞大学院について 

 

２）教育研究上の基本組織に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

本学の所在地 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/access.html，ホーム＞大学案内＞交通アクセス 

設置学部学科・研究科専攻 

－設置等の趣旨（本文）－37－



 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/index.html，ホーム＞学部・大学院 

沿革 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/ideal.html，ホーム＞大学案内＞教育理念 

アクセス 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/access.html，ホーム＞大学案内＞交通アクセス 

 

３）教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

教員数 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/ideal.html，ホーム＞大学案内＞教育理念 

教員紹介 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-teacher.html，ホーム＞学部・大学院 

＞教員紹介（学部） 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/graduate-teacher.html，ホーム＞学部・大学院 

＞教員紹介（大学院） 

主な研究業績 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-teacher.html，ホーム＞学部・大学院 

＞教員紹介（学部） 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/graduate-teacher.html，ホーム＞学部・大学院 

＞教員紹介（大学院） 

 

４）入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業

又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関

すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/3policy.html，ホーム＞大学案内＞3 つのポリシー 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/graduate-school.html#policy3，学部・大学院＞ 

大学院について 

入学定員・収容定員 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/ideal.html，ホーム＞大学案内＞教育理念 

在籍者数・入学者数・卒業者数 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/ideal.html，ホーム＞大学案内＞教育理念 

就職状況 

https://www.y-nm.ac.jp/career/recruit.html，ホーム＞就職・進路＞進路状況につい

て 

進学者及び就職者数 

https://www.y-nm.ac.jp/career/recruit.html，ホーム＞就職・進路＞進路状況につい 

て 

主な進路先 

－設置等の趣旨（本文）－38－



 

https://www.y-nm.ac.jp/career/recruit.html，ホーム＞就職・進路＞進路状況につい 

て 

 

５）授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

授業について 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/completion.html，ホーム＞キャンパスライフ＞ 

履修について 

学期について 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/completion.html，ホーム＞キャンパスライフ＞ 

履修について 

授業科目について 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-syllabus.html，ホーム＞学部・大学院＞ 

シラバス（学部） 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-syllabus.html，ホーム＞学部・大学院 

＞シラバス（大学院） 

シラバスについて 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-syllabus.html，ホーム＞学部・大学院 

＞シラバス（学部） 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-syllabus.html，ホーム＞学部・大学院 

＞シラバス（大学院） 

 

６）学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

試験について 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/completion.html，ホーム＞キャンパスライフ 

＞履修について 

成績について 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/completion.html，ホーム＞キャンパスライフ 

＞履修について 

卒業要件について 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/completion.html，ホーム＞キャンパスライフ 

＞履修について 

取得可能学位について 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-curriculum.html#diploma，ホーム＞ 

学部・大学院＞学部について＞教育課程 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/graduate-curriculum.html#diploma，ホーム＞ 

学部・大学院＞大学院について＞教育課程 

学位論文に係る評価に当たっての基準 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/pdf/m-standard.pdf，ホーム＞学部・大学院＞大

－設置等の趣旨（本文）－39－



 

学院について＞学位論文審査基準 

 

７）校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

校地、校舎等の面積 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/ideal.html#area，ホーム＞大学案内＞教育理念 

耐震化率 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/campusmap.html#earthquake-resistant，ホーム 

＞大学案内＞キャンパスマップ 

キャンパスマップ 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/campusmap.html#earthquake-resistant，ホーム 

＞大学案内＞キャンパスマップ 

図書館 

https://www.y-nm.ac.jp/library/index.html，ホーム＞図書館＞インデックス 

ラーニングコモンズ 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/students-support.html，ホーム＞キャンパスラ 

イフ＞学生支援 

サロン MIE 

https://www.y-nm.ac.jp/social/facility.html#salon，ホーム＞地域連携・社会貢献＞ 

施設の利用方法 

 

８）授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

授業料について 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/tuition-fees.html，ホーム＞キャンパスライフ 

＞授業料について 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/graduate-curriculum.html#tuition-fees，ホー 

ム＞学部・大学院＞大学院について＞教育課程 

奨学金制度紹介 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/scholarship.html，ホーム＞キャンパスライフ 

＞奨学金について 

 

９）大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

キャリア支援体制 

https://www.y-nm.ac.jp/career/career-support.html，ホーム＞就職・進路＞就職サ 

ポート 

学生サポート体制（健康相談、学生相談、ハラスメント相談、問い合わせ先） 

https://www.y-nm.ac.jp/campuslife/students-support.html，ホーム＞キャンパスラ 

イフ＞学生支援 

－設置等の趣旨（本文）－40－



 

 

１０）教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関すること 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

教育内容 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-curriculum.html，ホーム＞学部・大 

学院＞学部について＞教育課程 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/graduate-curriculum.html，ホーム＞学部・大 

学院＞大学院について＞教育課程 

目指す資格 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/students-curriculum.html#qualification，ホー 

ム＞学部・大学院＞学部について＞教育課程 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/graduate-curriculum.html#qualification，ホー 

ム＞学部・大学院＞大学院について＞教育課程 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/pdf/risyumodel1n.pdf，ホーム＞学部・大学院 

＞pdf＞履修モデル（学部） 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/pdf/risyumodel2n.pdf，ホーム＞学部・大学院 

＞pdf＞履修モデル（大学院） 

履修系統図 

https://www.y-nm.ac.jp/academics/pdf/risyukeitouzu.pdf，ホーム＞学部・大学院 

＞pdf＞履修系統図 

 

１１）その他 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/disclosure.html，ホーム＞大学案内＞情報公開 

教育条件、教育内容、学生の状況、国際交流、社会貢献等の概要 

https://www.y-nm.ac.jp/aboutus/educational-research.html，ホーム＞大学案内＞ 

情報公開＞教育研究上の情報（その他） 

この他、大学機関別認証評価結果、財務情報、設置認可申請書類、設置計画履行状況

報告書、自己点検・評価報告書、年次活動報告書、自己点検・評価委員会提案書、公的

研究費に関すること、IR 情報として授業評価アンケート集計結果、学生生活アンケー

ト結果、入学選抜試験区分による各分析結果、国家試験結果、就職・進路状況等を公表

している。 

以上のように、教育情報と財務情報は、刊行物（大学案内、学生便覧、シラバス等）

と暁学園及び本学ホームページにより、学内外すべてに公開されている。臨床検査学専

攻開設後は、臨床検査学専攻についてもこれまで同様の情報を公表していく。 

 

（２）刊行物による情報提供 

 

１）四日市看護医療大学紀要 

毎年 1 回、大学紀要が発行されている。教員の学術論文や研究報告、資料発表を掲載

し教職員、学生の他、企業や周辺自治体に配布している。印刷物だけでなく、大学ホー

－設置等の趣旨（本文）－41－



 

ムページにも掲載し、web 上でも閲覧できるようにしている。 

 

２）四日市看護医療大学学報 

毎年 1 回、大学学報が発行されている。その中で、以下のような項目について報告し

ている。 

①教育後援会役員会・総会について 

②FD 委員会報告 

③海外研修報告 

④公開講座、シンポジウム報告 

 

３）入学案内・サブリーフレット 

受験生向けに入学試験の概要及び教育活動の内容について公表している。また、奨学

金や資格試験対策などについてはサブリーフレットにて情報を提供している。 

 

４）ニューズレター「オレンジの風」 

毎年 4 回、ニューズレター「オレンジの風」が発行されている。内容は、講義や実習

等の教務事項に関係することや、学友会及びサークル等の学生活動について報告されて

いる。 

 

５）自己点検・評価報告書 

3 年に 1 回、報告書を作成している。内容は、大学の理念・目的、教育研究組織、学

生の受け入れ、教育課程、教員の組織、研究活動などについて、自己点検を実施し、そ

の結果を「四日市看護医療大学 自己点検・評価報告書」としてまとめている。 

 

６）産業看護研究センター報告書 

産業看護研究センターは、地域社会における産業看護のシンクタンクとして、本学の

教員が地域の企業・自治体等と産業看護に関する共同研究や受託研究を行っており、そ

の成果を毎年 1 回「活動報告書」としてまとめている。 

 

 

 

１６．教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修や研究の実施に関する計画は、

ファカルティ・ディベロップメント（FD）委員会及び大学院ファカルティ・ディベロ

ップメント（FD）担当者会議において立案されている。また、教育研究活動等の適切

かつ効果的な運営を図り、大学職員に必要な知識・技能を習得させるとともに、必要な

能力及び資質を向上させる研修等の取り組みを実施するため、スタッフ・ディベロップ

メント（SD）委員会が置かれている。大学院においてもこれらの組織的な FD 活動や

SD 活動を活用し、教育・研究内容の改善と大学運営に必要な能力・資質の向上を図っ
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ている。 

 

 

（１）教育推進・学生支援センター 

教育内容等の改善を図るための組織的な取り組みを進めるため、本学では教育推進・

学生支援センターを設けている。教育推進・学生支援センターでは、教学マネジメント

における学長の適切なリーダーシップの確立・発揮を実現させるため、学長を議長とす

る教育推進・学生支援センター会議が定期的に開催されており、 

１）教育活動の支援に関すること 

２）教育活動における教職員の交流と研修に関すること 

３）教育における研究・開発に関すること 

等の事業について審議している。 

教育推進・学生支援センター会議は、学長、副学長、教育推進・学生支援センター長、

学科長、専攻長、教育推進部門長、学生生活部門長、キャリア支援部門長、事務局長、

事務部門長、その他学長が指名する者により構成されており、全学的な視点から教育改

革・教育改善を行ない得る機関となっている。 

教育推進・学生支援センターにおいて教育内容等の改善を図るために中心的な役割を

担うのは、教育推進委員会、教務委員会、実習委員会及びファカルティ・ディベロップ

メント委員会により構成される教育推進部門である。教育推進部門の所掌事業は、 

１）教育課程及び授業の評価、改善に関すること 

２）教員及び教員組織の教育能力向上のための研修企画の立案及び実施に関すること 

３）初年次教育の推進に関すること 

４）実習に関すること 

５）高大連携の推進に関すること 

等であり、より具体的な事項は教育推進委員会、教務委員会、実習委員会及びファカル

ティ・ディベロップメント委員会それぞれにおいて議論されている。 

 

（２）ファカルティ・ディベロップメント委員会 

ファカルティ・ディベロップメント委員会の所掌事項は、 

１）ファカルティ・ディベロップメント推進のための企画及び実施に関する事項 

２）ファカルティ・ディベロップメントに関する報告書等の作成に関する事項 

３）その他、ファカルティ・ディベロップメントの推進に関する事項 

となっており、教育推進部門長、学部から選出された教員数名、事務部門長、その他、

委員長が必要と認める者により委員会が構成されている。委員長は、教育推進部門長が

務め、授業評価アンケートの実施や教員・助手全員を対象とする研修会を企画・運営す

ることにより、教員組織の資質の維持・向上を図ることを目指した活動を継続的に行っ

ている。 

また、大学院でのファカルティ・ディベロップメント活動を推進するため、ファカル

ティ・ディベロップメント委員会とは別に、ファカルティ・ディベロップメント担当者

会議が置かれ、 

－設置等の趣旨（本文）－43－



 

１）大学院のファカルティ・ディベロップメントに関する事項 

２）大学院の学術的国際交流に関する事項 

３）その他、大学院のファカルティ・ディベロップメントの推進に関する事項 

を所掌している。 

なお、新たに着任した教員・助手に対しては、各学科長による新任教員研修を実施し

ている。本学の理念に基づく取組み、教育方針、教育力向上のための諸制度等について

説明するとともに、本学が抱える諸課題についても認識を共有する場としている。 

過去 5 年間にファカルティ・ディベロップメント委員会及びファカルティ・ディベ

ロップメント担当者会議が主催した研修会は、【資料 25】に示す。 

 

（３）スタッフ・ディベロップメント委員会 

大学運営をめぐる様々な課題が高度化・複雑化し、事務職員の職能開発の重要性が更

に高まっていることから、事務職員として求められる能力向上を図るための スタッフ・

ディベロップメント（SD）活動として、全事務職員を対象とした学内での研修会の実

施やそれぞれの職務に応じた外部の研修会への参加を積極的に行っている。 

また、平成 29（2017）年度よりスタッフ・ディベロップメントが義務化され、大学

がより適切で効果的な運営を図るため、職員に対し必要な知識を習得させるとともに、

その能力や資質の向上に向けた取り組みを行うこととなった。ここで言う「職員」の定

義には事務職員だけでなく、教員や技術職員も含むこととされているため、スタッフ・

ディベロップメント委員会は事務部局の長だけでなく、副学長、学科長も含め構成され

ている。 

スタッフ・ディベロップメント委員会の所掌事項は、 

１）スタッフ・ディベロップメントの企画及び実施に関する事項 

２）その他、スタッフ・ディベロップメントの推進に関する事項 

となっており、事務職員だけでなく、教員・助手にも大学運営上の職務と責任の遂行に

必要な知識・技能等を修得させ、本学職員の能力及び資質を向上させることを目的とし

ている。 

過去 5 年間にスタッフ・ディベロップメント委員会が主催した研修会は、【資料 26】

に示す。 
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